
『第２次豊田市子ども総合計画（H27～31）』掲載事業　実施状況（平成２９年度）

平成３０年度計画

実施内容
進捗
状況

数量的に把握できる成果
⇒人数、回数、件数、
　時間数、箇所数等

達成度合の判断理由 実施内容（予定） 指標名 現状値（H25） 目標値（H31）

1 妊産婦歯科健康診査の実施 （保）総務課

身体の生理的変化に伴い、歯周疾患が急増する
妊産婦に対し、口腔疾患の予防と早期発見に努
め、胎児の口腔を健全に発育させるため、医療機
関における無料健康診査を妊婦及び産後１年未満
の産婦を対象に実施します。

・通年で実施した。
・市内の豊田加茂歯科医師会会員
である歯科診療所及び病院で妊産
婦を対象に歯科健診（問診、口腔内
診査、歯科保健指導等）を実施し
た。

A 受診者数：2,176人
受診者数は伸び悩んでいる
が、事業は予定通り実施して
いるため。

・通年で実施する。
・市内の豊田加茂歯科医師会
会員である歯科診療所及び病
院で妊産婦を対象に歯科健診
（問診、口腔内診査、歯科保健
指導等）を実施する。

健康診査受診者数／
年

2,320人 3,000人

2
妊娠中の健康教室（ パパマ
マ教室・マタニティ教室等）

子ども家庭
課

妊娠時の「胎児の発育」「妊娠中の健康管理」「親
になる心構え」などについて学ぶ場を提供し、夫婦
が生まれてくる子どもに愛情を感じられるようにす
るとともに、妊婦の疑似体験など、子育てについて
夫婦で一緒に学び考えることができる場を提供し
ます。

・初妊婦または希望者を対象に12
回パパママ教室を実施。
・課作成テキスト「パパとママヘ（妊
娠～赤ちゃん誕生編）」の見直し、
修正をした。

A

パパママ教室　12回991人
①全初妊婦の受講者割合
29.8%
②教室受講者の中の夫の参
加率：45.7％

土曜日開催を継続し、就労者
でも参加しやすい開催日とし、
参加者および夫の参加率が上
昇し目標内に達成可能なた
め。

・12回開催を継続
・土曜日開催を継続
・申込み制として電話、メール、
ＦＡＸ、窓口にて受付

①全初妊婦に対する
教室受講者割合
②教室受講者中の夫
の参加率

①48.6%
②22.8%

①50%
②40%

子ども家庭
課

・母子健康手帳新規交付時、妊婦
に対し、妊娠イメージキャラクター
グッズ（妊娠ストラップ）の配布を継
続して行った。
・横断幕の掲示を行い、妊婦に対す
る配慮の啓発を行った。

妊娠マタニティマーク配布対象
者：　3,788人

・母子健康手帳新規交付時、妊
婦に対し、妊娠イメージキャラク
ターグッズ（妊娠ストラップ）の
配布を継続して行う。

地域保健課
母子健康手帳新規交付時、妊婦に
対し妊娠イメージキャラクターグッズ
（妊娠ストラップ）を配布した。

【地域保健課分のみ】
母子健康手帳新規交付件数：
23件

母子健康手帳新規交付時、妊
婦に対し妊娠イメージキャラク
ターグッズ（妊娠ストラップ）を配
布する。

4 妊婦健康診査事業の実施
子ども家庭
課

妊婦の疾病や異常の早期発見・早期対応を図るた
め、妊婦健康診査を実施します。

母子及び胎児がともに健全な状態
で妊娠・出産させることを目的とし、
母子の妊娠周期に合わせた内容の
健診を実施し、妊婦の疾病や異常
の早期発見・早期対応に努めた。

A
10回以上妊婦健康診査を受診
する妊婦の割合
87.5％（平成29年度前期分）

計画通り実施できたため。
妊婦の疾病や異常の早期発
見・早期対応を図るため、妊婦
健康診査を実施する。

10回以上受診する妊
婦の割合

80% 80%

子ども家庭
課

ベビークラスを通じて、助産師から
母乳育児の利点や、授乳及び、育
児に関する具体的な方法等につい
ての講話を実施した。

・ベビークラス12回／年実施す
る。

地域保健課

・乳児訪問時に母乳の利点や授乳
についての助言を行った。
・委託助産師による訪問時に、母乳
育児に関する具体的な指導を実施
した。

訪問時に母乳の利点や授乳に
ついての助言、母乳育児に関
する具体的な指導を実施する。

子ども家庭
課

母子健康手帳交付時に、働く女性
の妊娠・出産・育児についてのパン
フレットを対象者へ配布し、関連す
る制度や母性保健管理指導事項連
絡カードの意義・使用方法について
周知した。

母子健康手帳交付時にすべて
の対象者に対し母性保健管理
指導事項連絡カードを配布

計画通り実施できたため。

・継続して実施する。
・対象者へパンフレットを配布す
る。
・関連する制度や母性保健管
理指導事項連絡カードの意義・
使用方法について周知を行う。

地域保健課

母子健康手帳交付時に、働く女性
の妊娠・出産・育児についてのパン
フレットを対象者へ配布し、関連す
る制度や母性保健管理指導事項連
絡カードの意義・使用方法について
周知した。

母子健康手帳交付時仕事に
従事していた人12人に対し母
性保健管理指導事項連絡カー
ドを配布

計画どおり実施できたため。

継続して対象者へパンフレット
を配布し、母性保健管理指導事
項連絡カードの意義・使用方法
について周知を行う。

3
マタニティマーク「まーむ」の
利用啓発

マタニティマーク（まーむストラップ・車用サインな
ど）の配布により、受動喫煙の防止や公共交通機
関の利用の際の妊婦に対する配慮を市民に周知・
啓発します。

A 計画通り実施できたため。 ― ― ―

No. 事業名
★…重点事業

担当課 事業内容

平成２９年度実績 指標

出産後１か月時の母
乳育児の割合

50.1% 55%

6
母性健康管理指導事項連絡
カードの普及

働く女性の妊娠・出産における安全・安心を支援す
るため、妊婦及び医師に母性健康管理指導事項
連絡カードの活用を普及します。

A ― ― ―

5 母乳育児の推進
母乳の利点や授乳及び育児に関する具体的な知
識の普及に努め、母乳育児を推進します。 A

・ベビークラス参加者母子276
組（父親24名、その他2名）
・出生後１か月の母乳育児の

割合　42.4％

計画通り実施できたため。

【進捗状況欄の基準は下記のとおり】
A：予定通り（事業を予定通り実施している事業）
B：やや遅れ（事業の進捗が遅れている事業（計画期間内に挽回が可能））
C：遅れ（事業の進捗が大幅に遅れている事業（計画期間内に挽回が困難））
D：未実施（計画が見直され、実施していない事業）



平成３０年度計画

実施内容
進捗
状況

数量的に把握できる成果
⇒人数、回数、件数、
　時間数、箇所数等

達成度合の判断理由 実施内容（予定） 指標名 現状値（H25） 目標値（H31）
No. 事業名

★…重点事業
担当課 事業内容

平成２９年度実績 指標

7 予防接種の推進
感染症予防

課

定期の予防接種を受けていない乳幼児などの保
護者に対し、はがきなどにより接種勧奨を行い、接
種率の向上を図ります。

・伝染のおそれがある疾病の発生
及びまん延を予防するために、予
防接種を個別方式により豊田加茂
医師会及び愛知県医師会に委託し
て実施した。
・1歳、1歳10か月児及び年長児に
接種勧奨の通知を送付して接種率
の向上に努めた。
【予防接種の種類】  *法定予防接
種
Ａ類疾病：麻しん、風しん

A
①MR１期対象児の接種率：
96.9%
②MR2期対象児の接種率：
93.0%

MR1期は、目標値を達成した。
MR2期は、接種率が目標値を
下回っているが、計画期間内
での目標達成が可能なため。

・伝染のおそれがある疾病の発
生及びまん延を予防するため
に、予防接種を個別方式により
豊田加茂医師会及び愛知県医
師会に委託して実施する。
・1歳、1歳10か月児及び年長児
に接種勧奨の通知を送付して
接種率の向上に努める。
【予防接種の種類】  *法定予防
接種
Ａ類疾病：麻しん、風しん

①麻しん風しん混合予
防接種接種率　第1期
②麻しん風しん混合予
防接種接種率　第2期

①93.8%
②94%

①95%
②95%

8
園児むし歯予防教室（よい子
の歯みがき運動）の推進

（保）総務課
６歳臼歯の保護育成を目的とし、こども園・私立幼
稚園の５歳児を対象に歯みがきの普及啓発を図る
ための教室を開催します。

・歯科衛生士、保育師又は園歯科
医による健康教育と歯の磨き方の
実技指導を実施した。
・歯みがきの習慣化を目的に4歳・5
歳児に歯みがきカレンダーを配布し
た。

A 実施園数：全園 計画通り実施できたため。

・歯科衛生士、保育師又は園歯
科医による健康教育と歯の磨き
方の実技指導を実施する。
・歯みがきの習慣化を目的に4
歳・5歳児に歯みがきカレンダー
を配布する。

指導実施園数 全園 全園

9
親子むし歯予防教室（ 親子ピ
カピカ教室等）の開催

（保）総務課

むし歯の増加する時期に、歯について関心をもつ
とともに、生活習慣とのかかわりを認識し、生涯に
わたって歯の健康づくりを自らの手で行うことがで
きるよう、幼児とその保護者を対象に、歯みがきの
習慣化や噛むことの大切さを学ぶ教室を開催しま
す。

各子育て支援センターまたは地域、
自主グループからの依頼による教
室を開催し、教育や実技指導を実
施した。

A 実施回数：42回
自主グループからの依頼が増
加し、子育て支援センターは予
定通り実施できたため。

・とよた子育て支援センター20
回開催する。
・各子育て支援センター1～2回
開催する。
・随時募集を行う。

教室実施回数／年 39回 50回

10 幼児歯科健康診査の実施 （保）総務課

むし歯の保有率が大きく増加する時期に、むし歯
予防に関する意識の啓発を図り、生活環境や口腔
状況に応じた個別口腔ケア指導を実施できるよう、
医療機関における無料健康診査を実施します。

・通年で実施した。
・市内の豊田加茂歯科医師会会員
である歯科診療所及び病院で幼児
を対象に歯科健診（問診、口腔内診
査、歯科保健指導等）を実施した。

A 受診者数：2,062人
受診者数は伸び悩んでいる
が、事業は予定通り実施して
いるため。

・通年で実施する。
・市内の豊田加茂歯科医師会
会員である歯科診療所及び病
院で幼児を対象に歯科健診（問
診、口腔内診査、歯科保健指
導等）を実施する。

幼児歯科健康診査受
診者数／年

2,499人 3,000人

子ども家庭
課

・1歳6か月児健診の場を利用し、う
蝕罹患率が増加する幼児期に、正
しい歯みがき習慣の確立やおやつ
等の食習慣に関するう蝕予防の知
識の普及を図っている。また、個別
指導の実施により、それぞれの状
況に応じた指導を実施した。
・1歳6か月児健診にて、歯科衛生
士による集団教育（全員）個別指導
（希望者）を実施した。

1歳6か月児健康診査
歯科集団教育実施者数：3,724
人　個別指導実施者数：280人

３歳児健康診査におけるう歯
のない子の割合88.9％で目標
値を達成しているため
（受診者数：3,735人、う歯のな
い者：3,323人）

1歳6か月児健康診査時の集団
指導を実施する。 （1歳6か月児
健診78回／年）

地域保健課
1歳6か月児健診にて、歯科衛生士
による集団教育（全員）個別指導
（希望者）を実施した。

1歳6か月児健診時歯科衛生
士による集団教育を実施した
回数：6回
1歳6か月児健診受診者数：66
人
個別指導人数：4人

計画どおり実施できたため。

1歳6か月児健診にて、歯科衛
生士による集団教育（全員）、
個別指導（希望者）を実施す
る。

子ども家庭
課

・助産師、保健師の訪問による専門
的助言を実施した。
・ヘルパーの派遣による育児家事
支援を実施した。

・ヘルパー派遣　4人　172回

地域保健課

18歳以下の産婦または35歳以上の
初産婦、双子以上の子を持つ産
婦、育児不安等で訪問希望があっ
た妊産婦、低出生体重児、母子連
絡票により医療機関から情報提供
のあった対象者等に対して、保健
師･助産師等が訪問指導を実施し
た。

・委託助産師による訪問：延べ
626件

88％以上

12 養育支援訪問事業

児童の養育について支援が必要でありながら、積
極的に自ら支援を求めることが困難な家庭に対
し、過重な負担がかかる前に、ヘルパー及び保健
師、助産師などの専門職員を派遣し、家庭内での
養育に関する援助支援を行います。

A 計画どおり実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

11 むし歯予防の推進

幼児健康診査において、歯科衛生士による集団教
育を実施し、生活習慣の見直しを含めたむし歯予
防の正しい知識の普及を図ります。また、むし歯が
あった子どもの保護者に対する個別指導や１歳６
か月児健康診査時のフッ化物塗布により、むし歯
を予防します。

A 3歳児健康診査におけ
るう歯のない子の割合

87.6％以上



平成３０年度計画

実施内容
進捗
状況

数量的に把握できる成果
⇒人数、回数、件数、
　時間数、箇所数等

達成度合の判断理由 実施内容（予定） 指標名 現状値（H25） 目標値（H31）
No. 事業名

★…重点事業
担当課 事業内容

平成２９年度実績 指標

子ども家庭
課

・乳幼児期からの心と体の健康づく
り活動のため、3歳児健診時に委託
管理栄養士（1名）による集団指導と
個別指導を実施した。
・集団指導は3歳児健診受診者全
員に、個別指導は3歳児健診受診
者のうち肥満度が20％以上の者
（のびのび健診を勧奨）に実施し
た。
・医師または保健師・看護師が必要
と認めた者（肥満度30％以上の者
で精密検査対象者等）に実施した。
・3歳児事後健診（のびのび健診）受
診者、その他栄養指導を希望する
者について実施した。
・3歳児健診にて、管理栄養士によ
る集団教育（全員）、個別指導（希
望者）を実施した。

3歳児健診時の肥満児数：13
名
（のびのび健診【肥満】対象者
数）

・3歳児健診時に管理栄養士に
よる集団指導と個別指導を実
施する。
・集団指導は3歳児健診受診者
全員に、個別指導は3歳児健診
受診者のうち肥満度が20％以
上の者（のびのび健診を勧
奨）、医師または保健師・看護
師が必要と認めた者およびそ
の他栄養指導を希望する者に
実施する。

地域保健課
3歳児健診にて、管理栄養士による
集団教育（全員）、個別指導（希望
者）を実施した。

3歳児健診時管理栄養士によ
る集団教育を実施した回数：6
回
3歳児健診受診者数：81人
個別指導人数：1人
のびのび健診受診者【肥満】：0
人

3歳児健診にて、管理栄養士に
よる集団教育（全員）、個別指
導（希望者）を実施する。

子ども家庭
課

・3、4か月児健康診査・1歳6か月児
健康診査・3歳児健康診査を実施し
た。
・実施にあたり、保育士・管理栄養
士・心理士等による親への教育を
行うなど、専門性の高い個別相談を
実施した。
・育児支援に重点を置いた内容とす
るため、必要な対象に対して心理士
および保健師による個別相談を実
施した。
・健康診査会場には母子保健推進
員がおり、受診する親子のサポート
を行い安心して健康診査や相談が
受けられるよう支援した。

・3、4か月児健診　96回／年実
施する。
・1歳6か月児健診　78回／年実
施する。
・3歳児健診　78回／年実施予
する。

地域保健課

・乳幼児健診に併せて、保健師や
助産師の専門職による個別相談を
実施した。
・健診未受診者には電話や家庭訪
問にて受診勧奨した。

・乳幼児健診に併せて、保健師
や助産師の専門職による個別
相談を実施する。
・健診未受診者には電話や家
庭訪問にて受診勧奨する。

15
乳幼児健康診査後の個別支
援の実施

地域保健課

健康診査の受診結果により、子どもの発達や親の
養育力に不安があると思われる親子に対し、健康
診査後、個別に保健師や助産師などの専門職に
よる継続的な支援を実施します。

健康診査の受診結果により、子ども
の発達や親の養育力に不安がある
と思われる親子に対し、健診後個
別に保健師等が電話や家庭訪問に
よる相談支援を行った。

A ― 計画どおり実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

子ども家庭
課

妊娠期から乳幼児の母子に関わる
医療、保健、福祉機関の関係者で、
妊娠中から切れ目ない支援を可能
にするために、母子連絡票集計報
告、利用者支援事業実施報告によ
り意見交換を実施。さらに10月から
新規開始予定の産後ケア事業につ
いて説明し理解と協力を得られるよ
う意見交換を行った。

開催回数：2回

開催回数：1回
産後ケア事業について事業内
容の理解と意見交換、他。

地域保健課
ネットワーク会議に出席し、母子連
絡票をはじめとした、連携体制につ
いての情報共有を図った。

会議出席　１回

ネットワーク会議に出席し、母
子連絡票をはじめとした、連携
体制についての情報共有を図
る。

― ―

14
乳幼児健康診査の実施体制
の充実

子育て力を高める親教育の充実を図るとともに、
相談しやすい雰囲気づくりに努め、育児支援に重
点をおいた健康診査を実施します。また、健康診
査に併せて、発育・発達を促す助言や育児負担感
を軽減するための個別相談を実施します。さらに、
未受診者に対しては、家庭訪問を実施するなど、
支援体制の充実を図ります。

A

乳幼児健康診査の受診者数：
3か月児3655人
1歳6か月児　3724人
3歳児　3735人

受診率
①3、4か月児　96.1％
②1歳6か月児　96.6％
③3歳児　96.8％

計画通り実施できたため。

①乳幼児健康診査の
受診率　3、4か月児
②乳幼児健康診査の
受診率　1歳6か月児
③乳幼児健康診査の
受診率　3歳児

①96.6%
②95.9%
③94.6%

13
小児肥満等の生活習慣病予
防の推進

幼児健康診査において、規則正しい食習慣や生活
リズムを身につけることや、小児の生活習慣病の
正しい知識の普及を図り、子どもの健康管理を支
援します。

A 計画通り実施できたため。 ―

①97%
②96%
③95%

16
豊田市母子保健・医療・福祉
ネットワーク会議

妊娠・出産から育児のスタート時期において、子育
てに不安のある親や、体調に不安のある母親及び
子どもに対して、病院から家庭・地域における切れ
目のない子育て支援の充実を図るため、医療・保
健・福祉などの関係機関によるネットワーク会議を
開催し、連携の強化を図ります。
○ネットワーク会議の開催回数／年：１回（H25）

A 計画通り実施できたため。 ― ― ―
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17
かかりつけ医･歯科医･薬局
の役割の周知と医療提供体
制の情報提供

地域包括ケ
ア企画課

子どもの体調の変化や経過をよく知っているかか
りつけ医・歯科医、投薬状況を把握しているかかり
つけ薬局をもつことの重要性を周知します。また、
医療機関の選択に役立つ情報や救急医療などの
医療提供体制に関する情報が掲載された啓発資
料を転入者や保護者などへ提供します。

・救急医療機関、小児救急の情報
を掲載した啓発冊子（「読む救急
箱」「かかりつけ医かかりつけ歯科
医ガイドブック」）やマグネットを作成
した。
・啓発資料をおめでとう訪問や健診
時等に配布し、また交流館等に配
架した。
・ＨＰ・広報とよたで救急医療機関情
報等を提供した。
・小学校の保護者、消防講習の受
講者等を対象に救急外来の適切な
受診の話題を中心に出向き講座を
実施した。
・小中学生の夏休みの宿題で、救
急医療に関する啓発ポスターを募
集し、展示した。

A

①かかりつけ医ガイドブック・
読む救急箱の配布：おめでとう
訪問の全対象者
②マグネットの配布：3、4か月
児健康診査全受診者
③出前･出向き講座の実施（回
数・受講者数）：76回･3,702人

計画通りに啓発資料の配布、
講座の実施ができたため

・救急医療機関、小児救急の情
報を掲載した啓発冊子（「読む
救急箱」「かかりつけ医かかり
つけ歯科医ガイドブック」「見る
救急箱」）やマグネットを作成す
る。
・啓発資料をおめでとう訪問や
健診時、転入手続き時に配布
し、また交流館等に配架する。
・ＨＰ・広報とよたで救急医療機
関情報等を提供する。
・小学校の保護者、消防講習の
受講者等を対象に救急外来の
適切な受診の話題を中心に出
向き講座を実施する。

出前・出向き講座等の
実施（回数・受講者数
／年）

26回
2,123人

30回
2,500人

18 親子食育講座 （保）総務課

子どもたちが将来にわたり、好ましい食生活や食
習慣を身につけられるよう、乳幼児から小中学生
の子どもと保護者を対象に、調理実習や講話など
による講座を実施し、食育を推進します。

・管理栄養士による幼児期の好まし
い食生活、食習慣について、子育て
支援センターで調理実習、講話を実
施した。
・市民からの依頼内容に応じ、出前
講座を実施した。

A
講座回数：37回
参加者数：783人（大人：394
人、子ども ：389人）

子育て支援センターからの依
頼は例年通りであるが、自主
グループからの依頼が増えた
ため。

・各支援センター1～2回開催す
る。
・調理実習を含む講座は年4回
開催する。
・幼児期を対象とした講座を年3
回開催する。
・その他、随時募集を募る。

講座の開催回数／年 36回 51回

子ども家庭
課

・3、4か月児健康診査において、希
望者に対し、離乳食を中心に栄養
指導を実施した。
・3歳児健康診査において、受診者
全員を対象に、幼児食を中心に栄
養指導を実施した。
・不安や悩みの解消を図ることを目
的として、次世代を育む親に対して
離乳食及び幼児食に関する知識の
普及を行った。

3、4か月児健康診査栄養指導
受講者数2,193人、
3歳児健康診査栄養指導受講
者数169人

3、4か月児健康診査時に栄養
指導実施する。（96回／年実施
予定）
3歳児健康診査時に栄養指導
実施する。（78回／年実施予
定）

地域保健課

不安や悩みの解消を図ることを目
的として、次世代を育む親に対して
離乳食及び幼児食に関する知識の
普及を行った。

派遣件数：36回
参加者数：533組の親子

不安や悩みの解消を図ることを
目的として、次世代を育む親に
対して離乳食及び幼児食に関
する知識の普及を行う。

20 親子体力づくり事業の実施 地域保健課

親子で体を使って遊ぶ楽しさを知り、遊びを通じて
良好な親子関係を築くことを目的として、親子参加
の体力づくり講座を開催する自主グループや各種
団体へ講師を派遣します。

健康づくりリーダーが各自主グルー
プ・子育て支援センターに出向き、
親子で体を使って遊び、良好な親子
関係を構築するための支援を行っ
た。

A 派遣回数：33件
参加者数：472組の親子

目標値には達していないが、
派遣件数は30件弱であり、計
画期間内での挽回が可能なた
め。

健康づくりリーダーが各自主グ
ループ・子育て支援センターに
出向き、親子で体を使って遊
び、良好な親子関係を構築する
ための支援を行う。

講師派遣件数／年 33件 40件

21 語学指導員派遣事業の実施 保育課
外国人園児の保育補助、保護者との連絡介助な
どを行うため、外国語と日本語が堪能な語学指導
員をこども園に派遣します。

希望園へ派遣し、園だより等の翻訳
及び通訳を実施した。 A 必要園に対する派遣割合：

100%
計画通り実施できたため。

・希望園へ派遣し、園だより等
の翻訳及び通訳を実施する。

語学指導員の必要な
園に対する派遣割合

100% 100%

22
放課後児童クラブにおける障
がい児支援の充実

次世代育成
課

放課後児童クラブにおいて、専門家に巡回指導を
委託し、対応の方法を学ぶとともに、支援員の研
修を行うなど、障がいのある児童への理解を深め
ます。さらに、関係機関との連携を強化し、ほかの
福祉サービスの紹介、児童に関する情報交換、
ケース会議の開催など、支援の充実を図ります。

・相談支援専門員の巡回を通して
支援員に適切な対応を助言した。
・発達センター、パルク、学校教育
課、各学校と情報共有し、適切な支
援にあたった。
・２ブロックでケース会議を行った。

A

・放課後児童クラブに障がいを
もつ児童が167人参加してい
る。
・障がい等をもつ児童への支
援員加配が進んでいる。

・放課後児童クラブに参加する
障がいをもつ児童が100人を大
きく超えた。

・放課後児童クラブに参加する
障がい等をもつ児童が大きく増
加したため、相談支援専門員だ
けでなく、巡回相談員等次世代
育成課職員も積極的に関わっ
ていく。

― ― ―

―19 乳幼児期の食育の推進

離乳食・幼児食に関する正しい知識の普及を通じ
て、適切な食生活の基礎づくりを支援するため、自
主グループや各団体などに管理栄養士を派遣しま
す。また、乳幼児健康診査などのあらゆる機会を
活用して、乳幼児の食育を推進します。

A ― ―計画通り実施できたため。
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子ども家庭
課

・健康診査の受診結果により、発達
支援の必要な児や、育児不安・負
担感等があると思われる養育者に
対し、にこにこ広場（3、4か月児健
診事後フォロー教室）、こども相談
1・2（心理士との個別発達相談）、お
やこ教室（1歳6か月児健診事後フォ
ロー教室）などを勧奨し、継続的な
支援・相談を行った。
・保健師等が電話や家庭訪問等を
行い、継続的な発達支援等を実施
した。（地域保健課）

A

にこにこ広場：12回実施
実47組、延188組
こども相談：14回実施　実27人
おやこ教室：48回実施　実141
人
　　　　　　　　　　　　　　延482人

にこにこ広場を12回、こども相
談を16回、おやこ教室を48回実
施する。

地域保健課
おやこ教室（足助会場）にて親子遊
び、自由遊び、グループワーク、個
別相談を実施した。

A
実施回数12回（毎月1回）
参加実人数：27人
参加延べ人数：83人

おやこ教室（足助会場）にて親
子遊び、自由遊び、グループ
ワーク、個別相談を実施する。

24
母子家庭等自立支援給付金
の支給

子ども家庭
課

母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定に基づ
き、母子家庭等自立支援給付金を支給します。

・母子家庭の自立支援のため、就
業に結びつく可能性の高い職業能
力開発講座を受講した場合と、資格
取得のため養成機関で修業した場
合の負担軽減を図った。
・高等職業訓練促進費
就職に有利な資格取得と経済的自
立のために養成機関で1年以上修
業した場合に支給。対象資格例：看
護師、介護福祉士、保育士、理学療
法士、作業福祉士、栄養士
修業する全期間（最長3年間）にお
いて、月額100,000円（課税世帯は
月額70,500円）を支給した。
・自立支援教育訓練給付金
経済的自立のために指定の職業の
能力開発講座を受講した場合に支
給。雇用保険制度の指定教育訓練
講座を対象に受講料の6割相当額
（上限20万円）を支給した。

A

2つの訓練費の給付により、自
立のための負担軽減を図っ
た。

＜自立支援教育訓練＞
受講完了者　1名

＜高等職業訓練＞
看護士養成学校等を中心に、
7名が受給。うち3名が卒業とな
り年度末で受給が終了。

引き続き、受講中であり、今年
度では目標数値に達しなかっ
たが、計画期間内に挽回が可
能なため。

継続実施する。 ― ― ―

25
母子家庭等就業支援事業の
実施

子ども家庭
課

母子・父子家庭の父母及び寡婦に対し、就業相
談、就業支援講習会の実施、就業情報の提供など
の一貫した就業支援サービスや、養育費の取得に
関する法律相談などの生活支援サービスを実施し
ます。

・愛知県、名古屋市、豊橋市、岡崎
市と共同で「母子家庭等就業、自立
支援センター事業」を実施した。
・業務を（福）愛知県母子寡婦福祉
連合会に委託した。

A

（1）就業支援事業
①就業促進活動
②相談関係者の支援活動
（2） 就業支援講習会等事業
①就職準備・離転職セミナー
の開催
②就業支援講習会の開催
（3） 就業情報提供事業
（4） 弁護士による特別相談事
業
（5） 司法書士による養育費相
談事業

セミナー等の受講がスキル向
上となり就業支援につながっ
たため。

継続実施する。 ― ― ―

26
母子家庭等日常生活支援事
業

子ども家庭
課

母子・父子家庭及び寡婦家庭において、疾病など
により日常生活を営むのに支障がある場合に、子
どもの保育、食事の世話、住居の掃除、身の回り
の世話などの家事援助をします。

支援が必要な母子・父子家庭及び
寡婦家庭に対し、家事を援助した。 A 日常生活支援　2世帯　18日 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

27
ひとり親相談（ 母子・父子自
立支援員事業）の推進

子ども家庭
課

子ども家庭課に母子・父子自立支援員を配置し、
母子・父子家庭及び寡婦家庭の経済上の問題、児
童の問題、福祉資金の貸付、その他の生活上の
問題に対応します。

母子及び父子並びに寡婦福祉法の
規定により、子ども家庭課に母子・
父子自立支援員を2名配置し、母子
父子及び寡婦家庭の自立を支援す
るために必要な相談に対応した。
・ 親子関係、児童の養育など生活
一般についての相談
・ 生活費、教育費、母子父子寡婦
福祉資金の貸付など経済上の相談
・ 職業能力の向上、求職活動等就
業についての相談

A

・生活一般　581件
・児童相談　28件
・経済・生活相談　573件
・その他　25件

合計　1,207件

母子家庭等の自立のための相
談を受け、生活上の問題に対
応したため。

継続実施する。 ― ― ―

23
個別相談事業・健康診査事
後支援教室の実施

発達支援が必要と思われる親子に対し、個別相談
事業「こども相談」や健康診査事後支援教室「おや
こ教室」において、集団遊び・親子遊びを通して、
発達の特性に応じたかかわりができるよう支援し
ます。また、保健師や臨床心理士による個別相談
などにより、発達や育児に関する不安の軽減を図
ります。

計画通り実施できたため。 ― ― ―
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28
障がい児（こども園児・幼稚園
児）研修の充実

保育課

障がいのある園児に対し、専門的見地から指導に
あたることのできる保育士及び幼稚園教諭を育成
するため、障がいの理解や指導方法の研修を充
実します。

障がいのある園児に対し専門的見
地から指導にあたることのできる保
育師を育成するため、障がいの理
解や指導方法の研修を実施した。

A

・障がい児公開保育研修：6回
　　　　　　　　　参加者112名
・療育実習（3年目・加配保育
師）：
　　　　　　　　　参加者149名
・新任園長発達センター見学
・乳児クラス担当者研修：
　　　　　　　　　参加者61名

計画通り実施できたため

・障がい児公開保育研修6回
・療育実習（3年目・加配保育
師）
・新任園長発達センター見学研
修
・乳児クラス担当者研修
・加配保育師研修

― ― ―

29
障がい児（ 小・中学生）研修
の充実

青少年
相談セン
ター

障がいのある子どもに対し、専門的見地から指導
にあたることのできる教員を育成するため、障がい
の理解や指導方法の研修を充実します。
○研修受講者延べ人数／年：588 人（H26）

・各校の特別支援教育コーディネー
ターが、関係機関と連携して支援で
きるように、研修及び情報交換を実
施した。
・「ブロックサポート体制」を充実さ
せ、気軽に相談したり情報交換した
りする仕組みを整備した。
・特別支援学級等担当初心者対象
の研修を実施した。
・特別な支援の必要な児童生徒を
担当する教員が、こども発達セン
ターの職員、特別支援学校の教
諭、特別支援教育アドバイザーから
適切な指導助言を受けた。

A 研修受講者のべ人数：658人

計画通り、特別支援教育に関
わる専門家から直接指導を受
けたり、実習をしたりすること
ができたため。

・特別支援教育コーディネー
ター研修会は4月と8月に開催
する。
・特別支援学級担当等初心者
研修会は5月、6月、7月に開催
する。
・特別支援学級担当教員が障
がい種別に特別支援学校で実
習したり、特別支援教育に関わ
る専門家の講義や指導助言を
受けたりする。

研修会受講者人数 570人 600人

30 障がい児保育の推進 保育課

豊田市こども発達センターとの連携により、こども
園、私立幼稚園において、障がい児保育を推進し
ます。また、加配保育士などの配置により、障がい
のある園児の処遇の向上を図ります。

豊田市こども発達センターとの連携
により、こども園、私立幼稚園にお
いて障がい児保育を推進した。
加配保育師の配置により、障がい
のある園児の処遇の向上を図っ
た。

A 加配保育師配置（公立園）
　　　　　　　　　167名配置

障がい児加配保育師の配置に
より、子どもの成長と安定が図
られたため。

加配保育師配置：163名 ― ― ―

31
外来療育グループ（ あおぞ
ら、あおぞらおひさま）の実施

障がい福祉
課

言葉が遅い、かんしゃくが強い、友達と遊べないな
どの未就園の子どもとその親が、遊びを通して、親
子の絆を深め、生活習慣や社会性を身につけるこ
とを目的としたグループ活動をこども発達センター
において実施します。

乳幼児健診などで、言葉の発達が
遅い、友達とうまく関われないなど
の理由で紹介された、発達に支援
が必要な概ね1～3歳の幼児とその
保護者を対象に、発達及び子育て
支援を行った。

A

外来療育グループ
あおぞら利用登録人数：565人
/年
あおぞらおひさま利用登録人
数：285人/年
計：850人/年

計画通り実施できたため

言葉が遅い、かんしゃくが強
い、友達と遊べないなどの未就
園の子どもとその親が、遊びを
通して、親子の絆を深め、生活
習慣や社会性を身につけること
を目的としたグループ活動をこ
ども発達センターにおいて実施
する。

― ― ―

32
在宅重度心身障がい児（ 者）
一時保護事業

障がい福祉
課

介護家族が冠婚葬祭などの理由により家庭介護
ができない場合に、在宅重度心身障がい児を一時
的に保護します。

＜一時保護＞
介護者が冠婚葬祭等の理由により
介護ができない場合に、障がい者
福祉会館、ひかりの丘で一時保護
を行い、障がい児（者）とその家族
の家庭生活の維持を図った。
＜サマースクール＞
サマースクールを実施し、在宅重度
心身障がい児（者）の夏季休暇中の
活動場所を確保した。他の利用者
やボランティアとの交流により、本
人の社会参加の機会を確保した。

A

＜一時保護＞
利用者：延べ15人
（障がい者福祉会館：延べ7
人、ひかりの丘：延べ8人）
利用時間：延べ74.5時間
（障がい者福祉会館：37時間、
ひかりの丘：37.5時間）
＜サマースクール＞
2箇所開催
障がい者福祉会館：8月8日～
12日
藤岡保健センター：8月21日～
25日
※8月5日は合同で、事前研修
と顔合わせを実施
実施時間：
午前9時～午後4時
参加者：
障がい者福祉会館  13人
藤岡保健センター  　 4人
スタッフなど：
運営スタッフ19名・ボランティア
29名・研修実習生10名

一時保護、サマースクールとも
に前年度を下回る参加人数と
なったが、ニーズへの対応は
できている。
また、サマースクールに関して
は、近隣の学生スタッフや、介
護等体験実習生、中学生など
多くの方が障がい者と交流す
る機会となっており、福祉に関
心を持ってもらう良い機会と
なったため。

・一時保護に関しては、前年度
同様、障がい福祉サービス等
他に預け先が見つからなかった
場合の緊急一時的な手段とし
て事業を実施し、ニーズの把握
（他の障がい福祉サービスの充
足によるニーズの変化）をしな
がら、今後の方向性を検討す
る。

・サマースクールに関しては、近
年参加者・スタッフともに減少傾
向にあり、その理由として放課
後等デイサービスの事業所が
増加し、夏季休暇中もそちらに
参加する障がい児が多くなって
きたため、一定の役割を終えた
と判断し、平成29年度をもって
事業を廃止した。

― ― ―

33 放課後等デイサービス事業
障がい福祉
課

障がいのある小学生、中学生、高校生の放課後や
長期休暇中の活動の場として、デイサービス事業
所などにおいて、生活能力の向上に必要な訓練、
社会との交流促進などの療育を行います。

法改正により、平成24年度から「放
課後等デイサービス事業」に移行。
学校の放課後及び休業日に障がい
のある小学生、中学生及び高校生
を対象に活動の場を提供した。

A 492人/月（2月分）
計画通り実施し、目標に達して
いるため。

学校の放課後及び休業日に障
がいのある小学生、中学生及
び高校生を対象に活動の場を
提供する。

― ― ―
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34 障がい児等療育支援事業
障がい福祉
課

在宅の発達障がい児、知的障がい児及び肢体不
自由児などの地域における生活を支えるため、こ
ども発達センターにおいて療育支援、相談などを
行います。

障がい児の地域における生活を支
えるため、
①在宅支援訪問療育等指導事業、
②在宅支援外来療育等指導事業、
③施設支援一般指導事業の3つの
事業を実施し、療育支援や相談等
に努めた。

A

①在宅支援訪問療育等指導
事業
述べ人数：15人/年
②在宅支援外来療育等指導
事業
述べ人数：23,359人/年
③施設支援一般指導事業
実施回数：737回/年

計画通り実施し、利用児童数
が目標を達成しているため。

在宅の発達障がい児、知的障
がい児及び肢体不自由児など
の地域における生活を支えるた
め、こども発達センターにおい
て療育支援、相談などを実施す
る。

― ― ―

35
児童発達支援センター（ひま
わり、たんぽぽ、なのはな）運
営事業の実施

障がい福祉
課

発達障がい児、知的障がい児、肢体不自由児及び
難聴幼児などに対し、個々の特性を考慮した支援
を行います。情緒の安定を図りながら、できる限り
健全な社会生活を営めるよう、早い段階から適切
な支援を行います。

①児童発達支援センター（なのはな）
・なのはなグループ
0歳から就学前までの難聴児に対し、
個々の子どもの聴力や発達に合わせ
た療育を超早期から実施した。
・ちょうちょとんぼグループ
個々の子どもの発達段階と障がいの
特性を考慮して、保護者との愛着関
係を基盤とした全体的発達を促す支
援をした。
②児童発達支援センター（たんぽぽ）
0歳から就学前までの運動発達に不
自由さのある子どもに対し、個々の発
達段階と心身の特性を考慮して、身
体機能をはじめとする全体機能の発
達を促し日常生活動作が習得できる
ように支援した。
③児童発達支援センター（ひまわり）
3歳から就学前までの知的発達が
ゆっくりな子どもに対し、個々の子ど
もの発達段階と障がい特性を考慮し
て、情緒の安定を図りつつ全体の発
達を支援しました。また、日々育児に
あたる保護者に対し、保護者の役割
と子どもとのかかわりの基本を習得
し、適切な子育てができるよう支援し
た。

A

①児童発達支援センター（なの
はな）利用児童数:43名
・なのはなグループ：23名
・ちょうちょとんぼグループ：20
名

②児童発達支援センター（たん
ぽぽ）利用児童数:36名

③児童発達支援センター（ひま
わり）利用児童数:50名

児童発達支援センター利用児
童数①＋②＋③129名

計画通りに実施できたため。

発達障がい児、知的障がい児、
肢体不自由児、重症心身障が
い児、医療的ケア児及び難聴
幼児などに対し、個々の特性を
考慮した支援を行います。情緒
の安定を図りながら、できる限
り健全な社会生活を営めるよ
う、早い段階から適切な支援を
行う。

― ― ―

36
ＴＩＡ、ＮＰＯ等との共働による
外国人の子どもの教育支援

国際まちづく
り推進課

TIA（豊田市国際交流協会）、ＮＰＯ等との共働によ
り、外国人の子どもへ日本語指導や、不就学児童
生徒に対する学習指導などの支援を行います。

TIAによる小学生国際理解教育事
業や、中国語、ポルトガル語の母語
保持教室の開催、NPOによる放課
後学習支援や初期日本語指導を実
施した。

A

１．小学生国際理解教育事業
（１）開催回数：6回
（２）参加者：延べ291人
２．母語保持教室
（１）開催回数
　　ｱ　中国語：全35回
　　ｲ　ポルトガル語：全36回
（２）受講者
　　ｱ　中国語：延べ22人
　　ｲ　ポルトガル語：延べ20人
３．英語保持教室
（１）開催回数：全30回
（２）受講者：14人
４．こども国際クラブ
・開催回数：全20回

５．「外国人の子どもの社会適応
サポート事業」（NPO法人トルシー
ダ委託）
（１）活動日数：231日
（２）日本語教室参加者：延べ
3,976人
６．「外国人青少年学習支援事
業」（NPO法人子どもの国委託）
（１）活動日数
　　ｱ　学習支援（ゆめの木）：全
228日
　　ｲ　自立支援（そら）：全45日
（２）日本語教室参加者
　　ｱ　学習支援（ゆめの木）：
4,246人
　　ｲ　自立支援（そら）：197人

TIAによる小学生国際理解教
育事業や、中国語、ポルトガル
語の母語保持教室の開催は
遅延無く事業を推進し、回数、
人数とも目標回数、人数を達
成した。

各事業ともに年間を通して実
施。

― ― ―

37
外国人児童生徒の保護者に
対する支援

学校教育課

学校や学級からの連絡事項を母国語などに翻訳し
たり、学校生活に関することを母国語で相談できる
人員を配置したりして、外国人児童生徒の保護者
への支援を行います。
○外国語ができる指導員数：48 人（H26）

・外国人児童生徒の在籍する学校
へ学校日本語指導員を配置し、学
校からの連絡事項を母国語に翻訳
したり、懇談会等で通訳を行ったり
した。外国人児童生徒サポートセン
ターを活用し、翻訳や通訳を行っ
た。
・外国人児童生徒保護者教育説明
会を開催し、進路や学校生活適応
等について懇談を行った。

A

・外国人保護者の母国語がで
きる学校日本語指導員を外国
人児童生徒が在籍する学校へ
配置
常駐校（3校11人） ・巡回校（42
校29人）
・外国人児童生徒保護者教育
説明会の開催（7月29日：75人
参加）

・学校日本語指導員が通訳や
翻訳を通し、学校からの情報
提供を行ったり、懇談等で相互
の意志の疎通を図ったりする
ことができたため。
・進路情報等を適切に提供す
ることができたため。

・外国人保護者の在籍する学
校へ日本語指導員を常駐及び
巡回で配置
・外国人児童生徒サポートセン
ターを有効活用し、翻訳や通訳
を必要に応じ、適切に実施

― ― ―
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38
外国人児童生徒への日本語
指導体制の拡充

学校教育課

日本語による授業の理解が困難な外国人児童生
徒を支援するため、個別に日本語や教科に関する
指導を行う学校日本語指導員を増員します。また、
来日間もない外国人児童生徒への日本語初期指
導を行う「ことばの教室」を充実します。
○学校日本語指導員数：50 人（H26)

・日本語教育が必要な外国人児童
生徒の支援ために、学校日本語指
導員を常駐及び巡回で配置し、児
童生徒の学習や学校生活支援を
行った。
・初期日本語指導教室「ことばの教
室」を市内に3つの小学校内に設置
し、来日間もない児童生徒に日本
語の初期指導や学校生活適応指
導を行った。

A

・日本語教育が必要な外国人
児童生徒の在籍校へ、学校日
本語指導員を配置
常駐校（3校11人）・巡回校42
校29人）
・ことばの教室での指導児童
生徒数（3教室計118人）

・学校日本語指導員が外国人
児童生徒へ適切に学習や学
校生活適応への支援を行うこ
とができたため。
・ことばの教室から在籍校へ
戻った児童生徒が学校生活に
ほぼ適応できているため。

・外国人児童生徒の在籍する
学校へ日本語指導員を常駐及
び巡回で配置
・外国人児童生徒サポートセン
ターを活用し、必要に応じて日
本語能力測定や学習支援を
行ったり、教材の提供を実施

― ― ―

39
外国人児童生徒教育に関す
る教員研修の実施

学校教育課

外国人児童生徒の指導にあたる教員の研修内容
を充実し、外国人児童生徒への実践的対応能力
の向上を図ります。
○外国人児童生徒に関する教員研修実施回数／
年：３回

外国人児童生徒の指導にあたる教
員の研修を4回実施し、今日的な課
題の整理や検討及び実際の指導に
ついて、事例研究等を行った。

A
教員対象の研修を4回実施（4
月18日、6月20日、7月26日、8
月23日）参加者189人

各研修会の内容が充実してお
り、教職員の力量向上の一助
となったため。（研修後アン
ケート結果より）

・研修会を4回（4月、6月、7月、
8月）に開催
・市内のよい実践を学び合い、
力量向上を図る。
・学校日本語指導員には、上記
以外にも研修を適宜設定し、支
援技術の向上を図る具体的な
研修を実施

― ― ―

40
豊田市特別支援教育連携協
議会の開催

青少年
相談セン
ター
保育課

障がいなどにより、特別な支援が必要な児童生徒
とその保護者について、教育・福祉・医療などが一
体となって学齢期における一貫した支援を行うた
め、豊田市特別支援教育連携協議会において、関
係機関及びこども園、私立幼稚園、小学校・中学
校・高等学校の連携を強化します。
○連携協議会開催回数／年：２回（H26）
○推進委員会開催回数／年：３回（H26）

・特別な支援が必要な児童生徒及
びその保護者について、教育、福
祉、医療機関等が一体となって学
齢期におけるきめ細かい支援を行
うため、豊田市特別支援教育連携
協議会を5月と1月に2回、推進委員
会を3回開催した。

A 連携協議会は年2回開催
推進委員会は年3回開催

・計画通り会議を開催し、ブ
ロックサポート体制を全ブロッ
クで構築することができたた
め。
・特別支援教育の推進という成
果をあげることができたため。

連携協議会は年2回開催
推進委員会は年2回開催

①連携協議会開催回
数
②推進委員会開催回
数

①年2回開催
②年3回開

①年2回開催
②年3回開催

41
特別支援教育の充実（市独
自の学級運営補助指導員の
配置）

青少年
相談セン
ター

障がいのある児童生徒一人ひとりに、個に応じた
指導をより充実していくため、市独自の補助員の
配置を進めます。
○学級運営補助指導員配置人数：178 人（H26）

学校の要望により、発達障がいや
その疑いのある児童生徒や、重度
障がいや日常生活の介助を必要と
する肢体不自由の児童生徒が在籍
する小・中学校の通常学級、学級運
営に苦慮している特別支援学級に
市の特別任用職員として学級運営
補助指導員を配置した。

A 学級運営補助指導員配置人
数：144人（うち7人途中配置）

計画通り補助指導員を必要と
する学級に適正配置すること
ができたため。

・週12H：99名
・週16H：22名
・週20H：22名
・週25H：4名
4月当初合計147名（途中配置
有り）の学級運営補助指導員を
配置する。

学級運営補助指導員
の配置数

153名 200人

42
市立豊田特別支援学校にお
ける適切な教育の実施

青少年
相談セン
ター

肢体に障がいがあるため、小学校や中学校などの
通常の学級における教育では十分な教育効果が
期待できない児童生徒に対し、その障がいの状態
や発達段階、特性などに応じて適切な教育を行
い、自立に必要な知識・技能・態度を身につけるこ
とを支援します。

・交流および共同学習を実施した。
（小学部と浄水小の交流、中学部と
逢妻中、浄水中との交流、高等部と
豊田高等学校との交流）
・校内実習及び就業体験を実施し
た。（高等部）
・医療的ケアの児童生徒に対し看
護員を配置した。

A
・学校間交流：小学校1校、中
学校2校、高等学校１校
・非常勤看護員：10名配置

障がいによる学習、生活上の
困難に負けないたくましさを持
つ、心豊かな児童生徒の育成
に成果をあげることができたた
め。

・交流及び共同学習の実施（小
学部と浄水小との交流、中学部
と逢妻中、浄水中との交流）
・とよたキャンプ（希望者対象、
夏季休業中に校内で実施）
・校内実習及び就業体験の実
施（高等部）
・医療的ケアの児童生徒に対し
看護員を配置

①学校間交流（居住地
交流）の対象校
②看護員配置人数

①1校（小学校交流
校）
②非常勤看護員：8
名
（1日6時間6名　1日4
時間2名）

①小学校：2校
　中学校：1校
②常勤看護員：1名
非常勤看護員：6名

43
特別支援学級の学校間交流
の推進

青少年
相談セン
ター

特別支援学級の児童生徒同士のふれあい・交流
を促すため、他校との交流の機会を設け、幅広い
人間関係の育成を支援します。

幅広い人間関係の育成や中学校区
との交流を支援した。 A 特別支援学級の学校間交流

の利用校：39校

希望していた学校が、計画通
り学校間交流をすることができ
たため。

1校1回交流
小学校61校　中学校27校

学校間交流タクシー利
用校数／年

43校 60校

44 就学支援事業 生活福祉課

生活保護受給世帯の子どもの高校進学、高校中
退防止のため、就学支援ケースワーカーと就学支
援相談員を配置し、意識啓発及び情報の周知など
の支援を行います。

・定期家庭訪問・面談を実施し、高
校等進学や中退防止に対する意識
啓発及び情報提供を行った。
・不登校・高校中退が心配される生
徒のいる世帯に対し、重点的な訪
問を実施し、中学・高校卒業後の適
切な進路方針の相談と、それに向
けた生活計画の提案を行った。
・計画的に進学費用を貯金できるよ
う貯蓄指導を行った。

A

高校等進学希望者の進学率
100％（希望者18人中18人進
学）
高校中退率：5%
(在学者60人中3人中退）

進学に向けた支援を適切に実
施したことにより、高校等進学
希望者が全員進学することが
できた。また進学に必要な費
用の計画的貯金指導により必
要経費を確保することができ
た。高校在学中の生徒に対し
ては、伴走型支援の実施によ
り中退率の軽減を図ることが
できた。

・定期的な家庭訪問・面談の実
施により高校進学・中退防止へ
の意識啓発及び情報提供の実
施。
・進学費用を計画に貯金する貯
金指導の実施
・不登校児のいる世帯に対し重
点的訪問の実施と他法活用に
よる連携支援を実施

高校進学希望者の進
学率

100%
（希望者34人
中34人進学）

100%

45 子育て短期支援事業
子ども家庭
課

保護者が疾病、疲労そのほかの身体的もしくは精
神上または環境上の理由により、家庭において児
童を養育することが一時的に困難になった場合
や、経済的理由により緊急一時的に母子を保護す
ることが必要な場合などに実施施設において養
育・保護します。
○子育て短期支援事業の実施施設数：5 施設

緊急一時的な子どもの保護を実施
した。 A 子育て短期支援　17人　92日 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―



平成３０年度計画

実施内容
進捗
状況

数量的に把握できる成果
⇒人数、回数、件数、
　時間数、箇所数等
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46 子育てに関する情報提供

子ども家庭
課

保育課

子育て応援ホームページの更新や、子育て応援情
報誌の配布により、子育てに役立つ最新の情報
を、子育て家庭に周知します。

・子育て支援ホームページ
子育て支援事業の変更など、必要
に応じて随時修正した。
・子育て応援ハンドブック平成29年
度版の作成（8,000部）し、3、4か月
児健康診査時に配布また子ども家
庭課窓口、各支所・出張所、各交流
館にて随時配布した。

A 子育て応援ホームページへの
アクセス数:30,563件／年

ホームページアクセス数は目
標に達していないが、計画通り
実施できたため。

・子育て支援ホームページ
子育て支援事業の変更など、
必要に応じて随時修正し、見易
さ、便利さを検討する。
・子育て応援ハンドブック平成
30年度版の作成（8,000部）し、
3、4か月児健康診査時に配布、
また子ども家庭課窓口、各支
所・出張所、各交流館にて随時
配布する。合わせてホームペー
ジのPRも行う。

子育て支援ホーム
ページへのアクセス数
／年

16,101件 150,000件

47
女性及び男性のための相談
事業の実施

とよた男女
共同参画
センター

専門の相談員により、女性が抱える様々な悩みに
対する電話相談（クローバーコール）と面接相談を
実施します。また夫婦関係、家庭や職場での悩み
や不安などをもつ男性を対象に、電話相談（メンズ
コール）を実施します。

専門相談員による相談を実施した。 A クローバーコール：1,201件
メンズコール：47件

計画通り適切に運用できたた
め。

専門相談員による相談を実施
する。

― ― ―

48
医療費支給関係事業に関す
る相談の実施

子ども家庭
課

小児慢性特定疾病医療費助成、養育医療費助
成、育成医療費助成などについて、ホームページ
や母子健康手帳などにより、わかりやすく紹介し、
必要時に適切に活用できるよう相談に応じます。

・小児慢性特定疾病医療費助成、
養育医療助成、育成医療助成につ
いて制度を説明し、申請を受け付け
た。
・小児慢性特定疾病医療費助成申
請時に療養に関する相談も同時に
実施した。（アンケート記入と必要時
相談対応）
・母子手帳、子育て応援ハンドブッ
クに掲載した。
・市ホームページに掲載した。（申請
書はダウンロード可）

A ― 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

49 育児健康相談の実施 地域保健課

乳幼児の健康・育児不安・栄養について相談でき
る機会を提供するため、子育て支援センターなど
において、保健師・管理栄養士による相談、身長・
体重測定を実施します。また、電話による相談も実
施します。

・各子育て支援センターにて月1回
程度、保健師・管理栄養士による来
所相談（育児健康相談・身体測定）
を実施した。
・電話相談はH28年9月から新設さ
れたとよた救急医療・子育てコール
24の専用電話と地域保健課の育児
健康相談を周知し、対応した。

A
・来所相談の実施施設数：17
か所
　来所相談延べ件数：5,863件
・電話相談延べ件数：482件

計画どおり実施し、速やかな対
応ができたため。

継続実施する。 ― ― ―

50 家庭児童相談室事業の推進
子ども家庭
課

養育相談に応じ、必要な支援や情報提供を行いま
す。また、虐待に関する相談・通告を受け、調査の
上、関係機関と連携しながら援助を行い、児童虐
待の予防に努めます。

市民からの相談に応じ、必要な支
援や情報提供を行った。 A 養育相談　390件 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

51
おめでとう訪問（乳児家庭全
戸訪問事業）の実施

子ども家庭
課

母子保健推進員が、生後１～３か月の乳児をもつ
すべての家庭へ「おめでとう訪問」を実施し、育児
不安の軽減、親としての子育て意識の向上や情報
提供を行い、親育ちを推進します。また、育児に関
する心配事がある家庭には、地区担当保健師を紹
介し、早期から育児不安などの解消を図ります。

市内全地区の全出生児を対象とし
た母子保健推進員による家庭訪問
を実施した。

A 全出生児に対する訪問実施人
数の割合:97.8％

計画通り実施できたため。
全出生児に対する訪問実施予
定

全出生児に対する訪
問実施人数の割合

97% 98%

52
親と子の電話相談「はあとラ
インとよた」

青少年
相談セン
ター

子どもや保護者が抱える様々な悩みなどの相談に
対応します。臨床心理士との対話を通して、不安な
気持ちを和らげたり、適切な機関を紹介したりする
などして、社会からの孤立を防ぎます。

子ども自身又は保護者が抱えるさ
まざまな悩みなどを、相談員（臨床
心理士）との対話により和らげ、必
要に応じて他機関を紹介した。

A 相談員体制:7人
相談件数:187件

相談体制は予定どおり実施で
きており、内容も適正かつ真摯
な応対であった。若干減少傾
向なのは、他機関の相談機能
が充実してきたため。

相談員を7名配置し、子ども自
身又は保護者が抱えるさまざま
な悩みなどを、相談員（臨床心
理士）との対話により和らげ、必
要に応じて他機関を紹介する。

延べ利用件数／年 466件 500件

53
青少年相談センターの相談・
支援機能の充実

青少年
相談セン
ター

青少年相談センターにスクールソーシャルワー
カー、青少年相談員、少年非行相談員及び児童精
神相談員を配置し、青少年の総合的な相談支援体
制を整備するとともに、学校や家庭の訪問相談な
どにより、家庭、学校、地域などへの相談支援を強
化します。

・青少年相談センターに青少年相談
員、スクールソーシャルワーカー及
び少年非行相談員を配置し、相談
活動をしたり、学校や家庭への訪問
相談をした。
・青少年相談センターに児童精神相
談員（精神科医）を配置し、適切な
相談・支援を行った。

A

・スクールソーシャルワーカー4
名
・青少年相談員6名
・青少年相談指導員1名
・児童精神相談員2名
・少年非行相談員1名

相談支援体制を維持し、学校
への支援や、専門性を生かし
た相談・支援活動ができたた
め。

・スクールソーシャルワーカー4
名
・青少年相談員6名
・青少年相談指導員1名
・児童精神相談員2名
・少年非行相談員1名
を配置する。

スクールソーシャル
ワーカーの配置

3名 4名

54
不妊・不育症に関する相談体
制の整備

子ども家庭
課

希望する妊娠・出産を実現するために、正しい知
識を身につけられるようにするとともに、また不妊
症や不育症について、気軽に相談できる体制の整
備を行います。

市内在住の方を対象に、「不妊症・
不育症」について、不妊症看護認定
看護師による無料面接相談を実施
した。

A 不妊症相談13件、不育症相談
1件

計画通り実施できたため。 １回／月開催予定 ― ― ―

55
ふれあい子育て教室の開催
★

子ども家庭
課

1 歳の誕生日を機会に、子どもの成長を確認し、
「あかちゃんから幼児へ成長する時期の子育てポ
イント」を親子で楽しみながら学べる場を提供しま
す。

1回／月、ふれあい子育て教室を開
催した。 A ・12回実施、335組 計画通り実施できたため。 １回／月開催予定 教室参加組数／年 ― 1,800組
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56
24時間体制の「育児相談コー
ルセンター」の設置★

子ども家庭
課

育児不安を抱える保護者に対して、子育てに関す
る相談などに対応できる、24時間体制のコールセ
ンターを設置します。

― A ― ― H28設置済み（事業完了） ― ― ―

57 不妊治療費の助成
子ども家庭
課

市内在住の夫婦に対し、人工授精、体外受精及び
顕微授精に要した治療費を助成します。

市内に住所を有し、夫婦合算所得
が730万円未満の夫婦に対し、
・第1段階：人工授精を受けた夫婦
に対し、継続した2年間、4万5千円
を上限とし、自己負担額の2分の1を
助成した。
・第2段階：体外受精・顕微授精を受
けた夫婦に、1回の治療につき30万
円、15万円又は7万5千円を上限と
し自己負担分を助成した。男性不妊
治療を行った場合は上限15万円を
上乗せして助成した。
・回数は、初めて助成を受ける際の
治療開始日の妻の年齢が①39歳
以下：1夫婦につき妻が43歳にまる
までに通算6回②40歳以上43歳未
満：1夫婦につき妻が43歳になるま
でに通算3回③43歳以上：助成対象
外

A 第一段階：187件
第二段階：475件

計画通り実施できたため。
平成29年度に引き続き実施し、
平成30年度も国と県の改正に
合わせて行っていく。

― ― ―

58
母子・父子家庭に対する市営
住宅の家賃軽減

定住促進課

子育て家庭の住環境安定と児童福祉の向上を図
るため、20 歳未満の子どもを扶養している母子・
父子家庭については、市営住宅の家賃を減額しま
す。

母子・父子家庭については、市営住
宅の家賃を減額した。 A 261人

条例に基づき適正に対応でき
た。

子育て家庭の住環境安定と児
童福祉の向上を図るため、20
歳未満の子どもを扶養している
母子・父子家庭については、市
営住宅の家賃を減額します。

― 249人 ―

59 児童手当の支給
子ども家庭
課

中学校修了前の児童を養育している保護者に対
し、児童手当を支給します。

子育て家庭の生活を安定させ、児
童の健全な育成を促すため、中学
校卒業前の児童を養育している者
に手当を支給した。
・手当の支給2月、6月、10月
・支給月額（1人あたり）
児童手当（所得制限限度額未満）
0～3歳未満　15,000円、3歳～小学
生　第1・2子　10,000円、第3子以降
15,000円、中学生　10,000円
特例給付（所得制限限度額以上)
年齢にかかわらず　5,000円

A 受給者数　35,716人
適正に児童手当が支給できた
ため。

子育て家庭の生活を安定させ、
児童の健全な育成を促すため、
中学校卒業前の児童を養育し
ている者に手当を支給する。
・手当の支給2月、6月、10月
・支給月額（1人あたり）
児童手当（所得制限限度額未
満）
0～3歳未満　15,000円、3歳～
小学生　第1・2子　10,000円、第
3子以降　15,000円、中学生
10,000円
特例給付（所得制限限度額以
上)
年齢にかかわらず　5,000円

― ― ―

60
市遺児手当及び児童扶養手
当の支給

子ども家庭
課

父または母がいないか、父または母が障がいの状
態にある18 歳以下の児童を養育する父または母
もしくは養育者に対し、手当を支給します。
①市遺児手当…市が支給　　②児童扶養手当…
国が支給
※支給条件などに多少の相違があります。

ひとり親世帯、父又は母が障がい
の状態にある世帯の生活の安定と
児童の健全育成のために手当を支
給

・ 手当の支給（4月、8月、12月に支
給）
① 支給月額　児童１人につき3,000
円（両親死亡の場合は、4,500円）
②手当月額　42,290円～9,980円
　なお、2人目は9,990円～5,000円
加算、3人目以降は1人につき5,990
円～3,000円加算
・受給者及び扶養義務者の所得に
より 所得制限あり

A
受給者数
①　3,267人
②　2,937人

該当する対象者に対して、適
切に手当を支給できたため。

・継続して適切に手当を支給す
る。

②児童扶養手当
・ 物価スライドによる手当額の
変更
手当月額　42,500円～10,030円
　なお、2人目は10,040円～
5,020円加算、3人目以降は1人
につき6020円～3,010円加算
・法改正への対応

― ― ―

61 自立支援（ 育成）医療費助成
子ども家庭
課

肢体不自由、視覚障がい、聴覚・平衡感覚機能障
がい、音声・言語・そしゃく機能障がいなどであり、
確実に治療効果が期待できる18 歳未満の児童の
医療に要する保険診療分の自己負担分を助成し
ます。

身体に障がいのある児童に対し、
生活能力を得るために必要な医療
費（保険診療自己負担額）を給付し
た。（所得制限があり、世帯の所得
に応じた自己負担額が定められて
いるが、自己負担分を市が負担）

A ― 計画どおり実施できたため。

肢体不自由、視覚障がい、聴
覚・平衡感覚機能障がい、音
声・言語・そしゃく機能障がいな
どであり、確実に治療効果が期
待できる18 歳未満の児童の医
療に要する保険診療分の自己
負担分を助成する。

― ― ―

62
小児慢性特定疾病医療費助
成

子ども家庭
課

悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性
心疾患、内分泌疾患、膠原病、糖尿病、先天性代
謝異常、血友病など血液・免疫疾患、慢性消化器
疾患、神経・筋疾患などで治療している18 歳未満
（18 歳到達時点で助成の対象となっており、18 歳
以降も治療が必要であると認められる場合には満
20 歳未満）の児童の医療に要する保険診療分の
自己負担分を助成します。

・小児慢性特定疾病児の申請を受
付、受給者証を発行し医療費の保
険診療自己負担額と入院時食事負
担分を公費で負担した。
・医療受給者に対し、日常生活用具
を給付した。

A ― 計画どおり実施できたため。

・小児慢性特定疾病児の申請
を受付、受給者証を発行し医療
費の保険診療自己負担額と入
院時食事負担分を公費で負担
する。
・医療受給者に対し日常生活用
具を給付する。

― ― ―
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63
母子父子寡婦福祉資金の貸
付

子ども家庭
課

母子・父子家庭及び寡婦家庭の生活の安定と向
上を図るため、母子・父子家庭の父母または児
童、寡婦家庭の本人または子に対し、事業開始資
金、技能習得資金、生活資金、結婚資金、修学資
金、就学支度資金、修業資金などの貸付を行いま
す。

母子・父子家庭及び寡婦家庭の生
活の安定と向上を図るため、母子・
父子家庭の父母または児童、寡婦
家庭の本人または子に対して、資
金の貸付を行う。

A 貸付件数　6件 計画どおり実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

64
幼稚園就園奨励費補助事業
の実施

保育課

私立幼稚園に通園している園児の保護者負担の
軽減を図るとともに、保護者負担の公私間格差是
正のため、国基準額に上乗せし、就園奨励費補助
を実施します。

園児保護者に対して、所得や子ども
の数に応じた補助を実施した。 A 補助件数：41園（2,305人） 計画通り実施できたため。 申請に基づき補助を実施する。 ― ― ―

65 保育料の軽減 保育課

平成２０年度からの本市独自の幼保一体化施策の
実施に合わせ、３～５歳児の基本保育料を低く設
定し、負担の軽減を図っています。金額の設定に
ついては、保護者負担の適正化を図るため、定期
的な見直しを実施します。

引き続き3～5歳児の基本保育料を
低く設定し、負担の軽減を図ってい
る。

A こども園、認定こども園の3～5
歳児：約8,400人

計画通り実施できたため。

国の幼児教育無償化の推進等
に対応しながら、その過程の中
で3～5歳児の基本保育料の適
正な金額を必要に応じ検討す
る。

― ― ―

66 奨学金の支給 教育政策課
経済的な理由によって修学困難な高校生、大学生
などに対し、その学業に必要な資金を支給します。
○奨学金新規支給者数：50 人（H26）

経済的な理由により修学困難な生
徒・学生に奨学金を支給した。
・支給額／高校・高専等：月8,000
円、大学・短大：月22,500円

A
奨学金新規支給者数：49人
※採用人数50人、1人支給前
に辞退

計画通り奨学生を採用できた
ため。

昨年度同様、経済的な理由に
より修学困難な生徒・学生に奨
学金を支給する。

― ― ―

67 心身障がい者医療助成 福祉医療課

身体障害者手帳１～３級、腎臓機能障がい４級、
進行性筋委縮症４～６級、療育手帳Ａ・Ｂ判定（ＩＱ
50 以下）及び自閉症状群（要診断書）の児童の医
療に要する保険の自己負担分を助成します。
○心身障がい者医療受給者数：4,307 人（H25）

身体障害者手帳1～3級、腎臓機能
障がい4級、進行性筋萎縮症4～6
級、療育手帳Ａ・Ｂ判定（ＩＱ50以下）
及び自閉症状群（要診断書）の児童
の医療に要する保険の自己負担分
を助成する。

A 受給者数4,603人

H29年8月から適用順位の見
直しを行い、該当者が目標を
上回った。また該当する対象
者に対しては適切に医療費助
成が実施できているため。

身体障害者手帳1～3級、腎臓
機能障がい4級、進行性筋萎縮
症4～6級、療育手帳Ａ・Ｂ判定
（ＩＱ50以下）及び自閉症状群
（要診断書）の児童の医療に要
する保険の自己負担分を助成
する。

― ― ―

68 子ども医療助成 福祉医療課
中学校卒業までの子どもの医療に要する保険の
自己負担分を助成します。
○子ども医療受給者数：64,554 人（H25）

中学校卒業までの子どもの医療に
要する保険の自己負担分を助成す
る。

A 受給者数60,278人

受給者数は目標を下回った
が、該当する対象者に対して
適切に医療費助成が実施でき
ているため。

中学校卒業までの子どもの医
療に要する保険の自己負担分
を助成する。

― ― ―

69 母子・父子家庭医療助成 福祉医療課

母子・父子家庭で18 歳以下の児童を扶養している
母、父及びその児童と、父母のいない18 歳以下の
児童の医療に要する保険の自己負担分を助成し
ます。
○母子・父子家庭医療受給者数：4,022 人（H25）

母子・父子家庭で18歳以下の児童
を扶養している母、父及びその児童
並びに父母のいない18歳以下の児
童の医療に要する保険の自己負担
分を助成する。

A 受給者数5,396人

H29年8月から適用順位の見
直しを行い、該当者が目標を
上回った。また該当する対象
者に対しては適切に医療費助
成が実施できているため。

母子・父子家庭で18歳以下の
児童を扶養している母、父及び
その児童並びに父母のいない
18歳以下の児童の医療に要す
る保険の自己負担分を助成す
る。

― ― ―

70 私立高等学校授業料の補助 教育政策課
私立高等学校などに在籍する生徒の保護者に対
して、授業料の補助を行います。
○補助金額／年：15,000 円

私立高等学校などに在籍する生徒
の保護者に対する、授業料の補助
を行った。
補助金額／年：15,000 円

A 補助件数：2,035人 計画通り実施できたため。
昨年度同様、授業料の補助を
実施する。

― ― ―

71 多子世帯の保育料の軽減 保育課

こども園では、就学前の子どものうち年長の子ども
から順に２人目以降の子ども、私立幼稚園では、
小学校３年生以下の子どもから順に２人目以降の
子どもの保育料の軽減を行います。

こども園等では、国の多子軽減に加
え、2号認定の多子カウントは小3か
ら、多子カウント年齢制限なしは所
得割課税額77,101円未満の世帯か
らとした。
私立幼稚園は、国の基準に基づき
補助を行い授業料の軽減を実施し
た。

A こども園等：約1,700人
私立幼稚園：約900人

計画通り実施できたため。
国の幼児教育無償化の推進等
に対応しながら、市の多子軽減
の充実を図る。

― ― ―

72 こども園の給食費の軽減 保育課
経済的な支援が必要な世帯に対し、こども園の給
食費を免除し、負担の軽減を図ります。

経済的な支援が必要な世帯に対
し、こども園の給食費を免除し、負
担の軽減を図った。

A ― 計画通り実施できたため。
引き続き、給食費の軽減を図
る。

― ― ―

73
小中学校の就学援助制度に
よる負担の軽減

学校教育課
経済的な支援が必要な世帯に対し、小中学校での
学用品代、学校給食費用などを援助します。

申請に基づいた就学援助の認定者
に対して学用品代、学校給食等を
支給した。

A

就学援助認定者数（小学生：
1,958名、中学生：1,200名）
H29年5月児童生徒数からの
割合：8.6%
新入学学用品費等の入学前
支給者数（新小学１年生：94
名、新中学１年生：191名）

就学援助で経済的支援を行っ
たことで貧困を理由とした不就
学が無くなったため。

前年度同様に就学援助者の認
定をし、学用品代、学校給食等
を支給する。

― ― ―

74
放課後児童クラブ利用者負
担金の軽減

次世代育成
課

放課後児童クラブでは、就学援助世帯には利用者
負担金を免除し、負担の軽減を図っています。金
額の設定については、保護者負担の適正化を図る
ため、定期的な見直しを実施します。

負担金の適正管理と未収債権の整
理を行い、就学援助認定世帯につ
いては、利用者負担金を免除した。

A 就学援助における免除件数：
のべ5,966件

豊田市放課後児童健全育成
事業実施要綱に基づき、適正
な費用負担を行うことができた
ため。

引き続き、利用者負担金の適
正化を図るため、金額設定の見
直し検討を実施する。

― ― ―
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75 交通安全教室の開催
交通安全
防犯課

交通事故の被害者になりやすい幼児・児童を対象
に、交通安全学習センター内の教室・市街地模擬
路などを使用し、交通安全指導を行います。

・園児を対象に、室内学習、飛び出
し実験、模擬市街地での学習、ミニ
ＳＬを使用した公共交通機関乗車学
習を実施した。
・小学校1年生を対象に、室内学
習、飛び出し実験、模擬市街地での
学習、学習の復習を実施した。
・小学校4年生を対象に、室内学
習、自転車の乗り方学習、大型車
の巻き込み実験、模擬市街地を使
用した自転車走行学習、学習の効
果測定を実施した。

A
①受講団体数／年　こども園、
幼稚園　99園
②受講団体数／年　小学校
75校

幼児、児童を対象に、年齢に
合わせた交通ルールの学習、
自転車の乗り方学習等を実施
し、交通安全指導を行うことが
できた。また、受講団体数も概
ね目標を達成したため。

・園児を対象に、室内学習、飛
び出し実験、模擬市街地での学
習、ミにＳＬを使用した公共交通
機関乗車学習を実施する。
・小学校1年生を対象に、室内
学習、飛び出し実験、模擬市街
地での学習、学習の復習を実
施する。
・小学校4年生を対象に、室内
学習、自転車の乗り方学習、大
型車の巻き込み実験、模擬市
街地を使用した自転車走行学
習、学習の効果測定を実施す
る。

①受講団体数／年　こ
ども園、幼稚園
②受講団体数／年
小学校

①99園
②74校

①100園
②75校

76 事故予防教育の実施
子ども家庭
課

健康診査時や健康教育において、母子保健推進
員や保健師が、子どもの事故防止に関する知識と
技術の普及を図ります。

・3、4か月児健康診査において集団
指導時に事故予防に関する教育を
実施した。
・母子保健推進員により消費者庁
子どもを事故から守る！プロジェク
トシンボルキャラクター「アブナイカ
モ」を活用した事故予防啓発を実施
した。

A
事故予防教育実施回数
・3、4か月児健康診査時：96回
・ベビークラス時：12回

計画通り実施できたため。

・3、4か月児健康診査において
集団指導時及び待ち時間に受
診者全員に事故予防に関する
教育を実施する。
・ベビークラスにおいて乳児期
に起こりやすい家庭内の事故
予防に対する教育を実施する。

①事故予防教育実施
回数／年　3、4か月児
健康診査時
②事故予防教育実施
回数／年　ベビークラ
スでの実施

①②26回（ベビー教
室とベビークラスの
事故予防教育）

①96回
②12回

子ども家庭
課

【乳幼児突然症候群（ＳＩＤＳ）】
・11月の予防強化月間には、本庁
電光掲示板及び市ホームページへ
のＳＩＤＳ予防記事の掲載を行った。
またリーフレットやポスターを3、4か
月児健診時と母子健康手帳交付時
に配布し、周知に努めた。
・母子健康手帳交付時に、配布して
いる冊子「パパとママへ（妊娠～赤
ちゃん誕生編）」にＳＩＤＳの予防項
目を設け、パパママ教室の教材とし
てＳＩＤＳの説明と予防の呼びかけを
行った。
【揺さぶられっ子症候群】
・ベビークラスで母子保健推進員に
よる事故予防講座を実施した。

 ―

乳幼児突然症候群（ＳＩＤＳ）
・11月の予防強化月間に、本庁
電光掲示板及び市ホームペー
ジへのＳＩＤＳ予防記事の掲載。
またリーフレットやポスターを3、
4か月児健診時と母子健康手帳
交付時に配布し啓発予定。
・母子健康手帳交付時及びパ
パママ教室にて、配布している
冊子「パパとママへ（妊娠～赤
ちゃん誕生編）」を基に啓発予
定。

揺さぶられっ子症候群
・3、4か月児健診で配布してい
る冊子「パパとママへ（あかちゃ
ん編）」及び子育て応援ハンド
ブックにて啓発予定。
・ベビークラスで母子保健推進
員による事故予防講座を実施
予定。

地域保健課

乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）・揺さ
ぶられっ子症候群について、母子
健康手帳・パパとママへ(妊娠～赤
ちゃん誕生編）・子育て応援ハンド
ブックに掲載し、母子健康手帳交付
時・3、4か月児健診時に配布した。

母子健康手帳新規交付：23件
3、4か月児健診受診者数：93
人

乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）・
揺さぶられっ子症候群につい
て、母子健康手帳・パパとママ
へ(妊娠～赤ちゃん誕生編）・子
育て応援ハンドブックに掲載し
母子健康手帳交付時・3、4か月
児健診時に配布する。

78
小児救急医療支援事業の実
施

地域包括ケ
ア企画課

夜間（３６５日）及び休日や年末年始の昼間におい
て、医療圏内の病院による輪番方式で、小児科の
入院治療を要する重症患者の医療を確保します。

「小児救急医療支援病院運営費補
助金交付要綱」に基づき、市内の2
病院が実施する小児救急医療支援
病院事業（2次救急医療施設として
必要な診療機能、小児科専用病床
及び小児科医を有する病院が当番
で、休日・夜間において小児科医を
確保する事業）の運営に対し、補助
金を交付した。

A 輪番方式による小児救急医療
実施日数:365日

休日夜間の小児2次救急医療
を毎日確保しており、目的を達
成しているため

「小児救急医療支援病院運営
費補助金交付要綱」に基づき、
市内の２病院が実施する小児
救急医療支援病院事業（２次救
急医療施設として必要な診療
機能、小児科専用病床及び小
児科医を有する病院が当番で、
休日・夜間において小児科医を
確保する事業）の運営に対し、
補助金を交付する。

― ― ―

79
「通学路こども110 番の家」の
設置促進

学校教育課
警察署及び小学校と連携し、子どもたちが犯罪に
遭ったときに緊急避難できる場所として、「通学路
こども110 番の家」の設置を促進します。

各小学校が主体となり、こども110
番の家の継続や新規を依頼した。 A ―

継続及び新規登録するよう、
働きかけ、設置を促進したた
め。

各小学校が主体となり、こども
110番の家の継続や新規を依
頼

「通学路こども110番の
家」設置か所数

1,906か所 2,000か所

80 学校防犯体制の整備 学校教育課
学校における防犯体制を強化するために、警備体
制の強化や防犯訓練の実施を行うとともに、保護
者や地域住民による防犯活動を促進します。

・防犯訓練：各小中学校年1回以上
実施
・各地区で補導員の定期パトロール
を行った。

A ―

各小中学校では、警察と連携
するなど、実効性のある防犯
訓練を実施することができたた
め。

継続実施 ― ― ―

― ―77
乳幼児突然死症候群（ＳＩＤ
Ｓ）、揺さぶられっ子症候群等
の予防対策の推進

乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）を予防するため、妊
娠中・育児期間中の喫煙防止や同居家族の分煙
に関する教育を実施します。また、揺さぶられっ子
症候群などの予防啓発を実施します。

A 計画通り実施できたため。 ―
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81
子どもが犯罪に巻き込まれな
いための知識の普及啓発事
業

学校教育課
子どもが犯罪などに巻き込まれないよう、啓発プロ
グラムの作成や防犯教室の開催により、小中学生
への防犯啓発活動を実施します。

防犯啓発のため、防犯教室を実施
した。 A ―

各小中学校では、SNSの安全
利用を含めた防犯教室を実施
することができたため。

継続実施 ― ― ―

82 通学路整備事業 学校教育課
通学時の交通事故防止及び不審者対策を図るた
め、集合場所から学校までの通学路を「安全のみ
どり線」で結ぶなどの整備を行います。

・通学路整備要望にこたえ、安全の
ための通学路整備を行った。
・通学路整備要望により、安全のた
めのみどり線を整備した。

A ①通学路整備実施率:74%
②みどり線設置距離:9,042ｍ

予定どおり実施した。目標には
達していないが、計画期間内
に挽回が可能なため。

・通学路整備要望にこたえ、安
全のための通学路整備を実施
・通学路整備要望により、安全
のためのみどり線を整備

通学路整備率 76% 87%

83
こども園、私立幼稚園での防
火プログラムの実施

予防課
保育課

こども園、私立幼稚園で実施されている避難訓練
に加え、保育師及び幼稚園教諭が指導者となり、
火災に対して、子どもが自分で自分の身を守る方
法を習得するプログラムを各園で実施します。

こども園、私立幼稚園で防火プログ
ラムを実施した。（年間計画として位
置付けた）
・予防課職員は、希望する園の保育
師及び幼稚園教諭に対して指導を
実施した。

A
・リスク回避プログラムの実施
（全100園中75園　107回
7,256人受講）
・予防課指導１回実施

一部未実施園はあったがおお
むね計画通り実施できた。

引き続き、保育師及び幼稚園教
諭が指導者となり、火災に対し
て、子どもが自分で自分の身を
守る方法を習得するプログラム
を各園で実施する。

こども園、私立幼稚園
での防火プログラム実
施率

13% 100%

84
ちびっこ広場・ふれあい広場
の整備

公園緑地整
備課

公園緑地管
理課

地域の子どもの健全な遊び場を確保するとともに、
コミュニティ活動の場として、ちびっこ広場・ふれあ
い広場の整備を進めます。

・地域ニーズに応じたふれあい広場
の整備を実施した。
・安全で健全な遊び場を確保するた
め、遊具点検を年2回実施した。

A

・竹中ふれあい広場、下川口
ふれあい広場の新規整備（2広
場）。
・D判定の遊具が3基発見され
たが、速やかに使用を禁止し
修繕を実施する見込みをつけ
た。

・広場整備及び定期的な遊具
点検により安全で健全な遊び
場を確保することができたた
め。

・ちびっこ広場（1広場）の整備を
行う。
・遊具点検の実施及び点検結
果により、撤去または更新を行
う。

専門業者が実施する
劣化調査におけるD判
定（生命に危険がある
か重度の傷害をもたら
す可能性があり、使用
禁止となっているもの）
の数

41個 0個

85 街区・近隣公園等の整備
公園緑地整
備課

子育て家庭の憩いやふれあいの場を確保するた
め、市民ニーズに応じた都市公園を計画的に整備
します。

・街区公園（3公園）を整備した。
・近隣公園（2公園）を整備した。 A ・街区・近隣公園等の整備済

面積0.25ha
継続的に公園の整備を進める
ことができたため。

・継続的に公園の整備を進め
る。

街区・近隣公園等の整
備面積(市内累計面
積）

75.76ha 80.00ha

86 こども園での定員拡大★ 保育課

こども園の改築に合わせ、０～２歳児の受入枠を
拡大します。このほか、幼稚園認可こども園の保
育所認可化、こども園分園の整備を進め、０～２歳
児の受入枠を拡大します。

東海こども園改築（14人）
挙母こども園の保育所認可化（15
人）
第二いぼばらこども園整備（40人）

A
①1園
②1園
③1園
④2,212人

計画通り実施できたため。

①0園
②1園
③0園
④2,283人

①改築するこども園数
②保育所認可に切り
替えるこども園数
③分園を整備するこど
も園数
④0～2歳児定員数

①～③－
④2,012人

①3園
②1園
③1園
④2,220人

87
幼保連携型認定こども園の
設置の推進★

保育課
私立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行
を支援し、０～２歳児の受入枠を拡大します。

・名古屋柳城短期大学附属豊田幼
稚園に対する移行支援（28人）
※平成29・30年度継続事業

A ①4園
②127人

計画通り実施できたため。
①0園
②0人

①幼保連携型認定こ
ども園数
②０～２歳児定員数

①１園
②80人

①10園
②401人

88 豊田市認証保育所制度 保育課
市が独自に設定した認証基準により、認証を受け
た認可外保育施設に対して運営費を助成します。

申請があった施設に対し、認証基
準に基づき監査を行い、認証区分
（Ⅰ～Ⅲ）を決定した。決定した認証
区分及び保育を必要とする児童の
人数により交付金を交付した。

A 補助件数：29施設 計画通り実施できたため。 30施設 ― ― ―

89 保育ママ事業 保育課

こども園の空き教室で、市が認定した保育ママによ
り、入園を待機となった０～２歳児の保育を実施し
ます。
○０～２歳児の受入定員数：10 人（H26）

こども園を待機となった児童の保育
を実施した。 A 受入児童数：12人 計画通り実施できたため。

0～2歳児の保育の実施（受入
定員数：12名）

― ― ―

90 潜在保育士の再就労支援 保育課

保育士の資格をもちながら、保育現場で働いてい
ない「潜在保育士」に対し、「保育士就職支援研
修」を開催し、こども園の現状を知ってもらうことに
より、現場復帰への不安解消を図り、再就職を支
援します。

「保育士就職支援研修会」を開催し
た。 A 2回開催（8月（参加人数：4人）

11月（参加人数：6人））
研修会参加者が豊田市の保
育士として就労できたため。

「保育士就職支援研修会」を開
催する。

― ― ―

91 地域型保育事業 保育課
午後7 時以降の保育の実施など、こども園の補完
的な保育サービスを提供するため、地域型保育事
業を推進します。

事業所内保育事業所1施設の認可
を行った。 A ①1施設

②10人（地域枠）
計画通り実施できたため。

事業所内保育施設を1施設認
可する。

①地域型保育事業認
可数
②０～２歳児定員数

①②－
①４施設
②77人

92
一時保育（一時預かり事業）
の実施

保育課
保護者の疾病などの理由により、家庭における保
育の実施が一時的に困難となった場合に、こども
園などにおいて児童を保育します。

実施園を継続し、保護者の多様な
保育ニーズに応えた。 A

利用延べ人数
公立　571人
私立　374人

計画通り実施できたため。 継続実施する。
一時保育の実施箇所
数

83施設 93施設

93
延長保育（時間外保育事業）
の充実

保育課

こども園の基本保育時間以外の保育ニーズに対
応するため、午後７時までの延長保育実施園を拡
大します。また、こども園、小規模保育事業、事業
所内保育事業のいずれかにより、午後８時までの
延長保育を実施します。

こども園等において延長保育事業
を実施した。 A ①46施設

②0施設
計画通り実施できたため。

①48施設
②0施設

①午後７時までの延長
保育実施こども園、認
定こども園数
②午後８時までの延長
保育実施施設数

①34園
②－

①44園
②1園

94 休日保育の実施 保育課
保護者の勤務などに伴う日曜日・祝日の保育ニー
ズに対応するため、地域型保育事業により、実施
施設を拡大します。

実施施設（5箇所）に加え、地域型
保育事業所1箇所において休日・祝
日保育のニーズに応えた。

A
利用延べ人数
1,221人（地域型保育事業所を
除く）

計画通り実施できたため。 継続実施する。
①休日保育の実施施
設数
②休日保育の定員数

①５施設
②100人

①６施設
②110人
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95 病児・病後児保育事業 保育課
病気や怪我により安静を必要とする児童で、保護
者の仕事などの都合により、自宅で療養できない
場合に、一時的に保育を実施します。

すくすくの森（すくすくこどもクリニッ
ク隣）、ぴよっこ（豊田厚生病院内）
で病児保育事業を実施した。

A
定員数
・病児病後児保育施設(2施
設)：　12人

計画通りの実施できたため。
30年度に1施設新規開設（企業
主導型保育事業）し、病児保育
事業を3施設で実施する。

①病児・病後児保育の
定員数
②病児・病後児保育の
実施施設数

①16人
②3施設

①20人
②4施設

96 利用者支援事業 保育課

子育て支援センターなどの身近な場所において、
市の教育・保育や地域の子育て支援事業などの情
報提供や、必要に応じた相談・助言などを実施しま
す。
○利用者支援事業の実施施設数：16 施設（H26）

子育て支援施設（16施設）におい
て、子育てに関する情報提供を行
い、必要に応じ相談・助言などを
行った。

A ―
計画通り開設・運営ができたた
め。

子育て支援施設（16施設）の運
営

― ― ―

97
３歳児の幼児教育の受け皿
の拡大

保育課

こども園で３歳児の幼児教育のみの利用を受入れ
るため、３歳児の幼児教育の利用は私立幼稚園に
おいて担ってきたことを踏まえ、民間移管を検討し
ます。民間移管にあたっては、幼保連携型認定こ
ども園への認可変更を検討します。また、私立こど
も園についても、幼保連携型認定こども園への認
可変更を検討します。

・豊田市保育園・幼稚園移管法人
選考委員会を開催し、畝部こども園
及び堤こども園の移管法人を選考
を行った。
・竜神こども園の共同保育を実施し
た。

A
・畝部こども園及び堤こども園
の移管法人の選考
・竜神こども園の共同保育の
実施

計画通り実施できたため。

・寿恵野こども園及竹村こども
園の移管法人を選考する。
・畝部こども園及び堤こども園
で移管法人との共同保育を実
施する。

― ― ―

98 こども園の入園要件の緩和 保育課

就労を支援するため、求職活動による入園も可能
とします。また、多様な働き方に対応するため、入
園要件のうち就労について月１５日以上かつ１日４
時間以上としていたものを、月６０時間以上としま
す。さらに、同居の６５歳未満の祖母に求めていた
要件を撤廃します。

入園要件の緩和について、継続的
に実施した。 A ― 計画通り実施できたため。 引き続き実施する。 ― ― ―

99
公立こども園の園舎の整備
★

保育課

豊田市市有財産最適化方針などに基づき、園舎の
改築や計画的な修繕などを実施し、幼児教育・保
育環境の維持・向上を図ります。また、改築に合わ
せ、受入定員の拡大を図ります。

豊田市市有財産最適化方針に基づ
き、こども園3園の延命化対策を実
施。

A 3園実施（広沢こども園、美和
こども園、野見こども園）

計画通り実施できたため。
大畑こども園、東広瀬こども園、
東部こども園の長寿命化工事
を予定

― ― ―

100 公立こども園の駐車場整備 保育課
こども園への送迎方法の変化などに対応し、駐車
場が不足している園について必要な整備を行いま
す。

1園（大林）の駐車場整備を実施 A － 計画通り実施できたため。
住吉こども園の駐車場整備を
予定

― ― ―

101
私立園に対する施設整備費
補助★

保育課

私立こども園、私立幼稚園、私立幼保連携型認定
こども園の改築、空調整備、防犯カメラ設置、修繕
などの施設整備に係る費用を助成し、幼児教育・
保育環境の維持・向上を図ります。また、改築に合
わせ、受入定員の拡大を図ります。

私立園の施設整備等に対する補助
を実施した。 A

補助件数
私立こども園：3件
私立幼保連携型認定こども
園：5件
私立幼稚園：2件

計画通り実施できたため。

補助予定件数
私立こども園：4件
私立幼保連携型認定こども園：
2件
私立幼稚園：2件

― ― ―

102
「豊田市保育課程・指導計
画」の改訂

保育課
「豊田市保育課程・指導計画」を、「幼保連携型認
定こども園教育・保育要領」に基づいて改訂しま
す。

「豊田市　教育・保育課程指導計
画」の活用 A ー 計画通り実施できたため。

幼稚園教育要領・保育所保育
指針の改訂に基づいて、豊田
市教育・保育課程指導計画の
改訂をする。

― ― ―

103
こども園における園評価の推
進

保育課
こども園における保育方針・保育内容など運営状
況について、自己評価及び保護者などの園関係者
による評価を行い、保育の質の向上に努めます。

園経営計画に基づき各園、保育方
針・保育内容等運営状況について
年3回、自己評価及び保護者など園
関係者によるアンケート等の評価を
実施し公表した。

A こども園67園 計画通り実施できたため。

各園において園経営計画を作
成し保育方針・保育内容等運営
状況について年3回自己評価を
する。また、保護者等園関係者
による評価を適宜実施する。

園評価の実施園数 100% 100%

104
こども園・私立幼稚園と小学
校、中学校の連携教育の推
進

保育課
こども園・私立幼稚園と小学校、小学校と中学校と
の情報の共有化と園児・児童生徒や職員間の交
流を進めることで、学びのつながりを図ります。

各こども園・幼稚園において、幼こ
小連絡協議会や連携している小学
校との交流計画実施。また必要時、
適宜に実施し、円滑な小学校への
移行を推進。

A 計画通りに実施できたため。
こども園・幼稚園と小学校と連
携し、幼こ小連絡協議会の実
施。

― ― ―

105 設備・運営基準の向上 保育課

こども園、幼保連携型認定こども園の設備・運営基
準において、職員配置基準、居室面積基準を国基
準より手厚く設定し、幼児教育・保育の質の向上を
図ります。

・市の基準に従い、手厚い基準で認
可を実施した。 A ― 計画通り実施できたため。

・市の基準に従い、手厚い基準
で認可を実施する。

― ― ―

106
小学校との合築施設における
連携教育の推進

保育課

合築により整備される寺部こども園と寺部小学校
において、園児と児童が生活空間を共にすること
による生活・学びの交流、職員同士の交流、情報
の共有や相互理解など、積極的な連携を図りま
す。

園・小連携教育計画を基に、職員の
顔合わせ・避難訓練・絵本読み聞
かせ・エプロンシアター・年長児と5
年生の交流を実施。

A 計画通りに実施できたため。 ― ― ―

107 保育師の就労環境の向上 保育課
処遇や休暇制度の改善、こども園への事務職員の
配置など、保育師の就労環境を向上し、幼児教
育・保育の質の向上を図ります。

こども園事務職員の配置拡大を
行った。 A ・30園（8園追加）の事務職員

の導入を行った。
計画通りに拡大ができたた
め。

短時間でも毎日配置できる事
務員を雇用し、配置拡大を行
う。

― ― ―
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108
子どもの権利学習プログラム
の実施

次世代育成
課

市が独自に作成した子どもの権利学習プログラム
（幼児版、小学生版（低学年、中学年、高学年）、中
学生版、保護者版）を実施します。幼児には園と家
庭で連携しながら、児童生徒には道徳の授業など
で、保護者には学校のＰＴＡ活動や交流館の講座
などで実施することで、子どもの自己肯定意識の
向上、自他の権利の正しい理解を促進します。

市が独自に作成した子どもの権利
学習プログラム（幼児版、小学生版
（低学年、中学年、高学年）、中学生
版、保護者版）を実施した。

A

・関係こども園前園、小学校73
校、中学校25校で実施した。
・こども権利相談室擁護委員
等の授業を8校、28クラスで
行った。

アンケートより、子どもの意識
や教員の指導観が向上したと
言えるから。

引き続き大多数の学校での実
施と、新規学校の子ども権利相
談室の授業を行っていく。

①幼児版実施率（実施
人数／対象人数）
②小中学生版実施率
（実施人数／対象人
数）
③保護者版実施回数
／年

①98.0％
（3,914/3,995人）
②90.7％
（15,120/16,677人）
③1回

①100%
②100%
③10回

109 「人権を考える集い」の開催 市民相談課

小中学校において、人権全般に関する講演会と公
開授業・意見発表などを開催し、人権意識の高揚
を図ります。
○開催回数／年：12 回（H26）

小中学校12校で、人権全般に関す
る講演会と公開授業・意見発表など
を開催した。

A 開催回数12回／年 計画通り実施できたため。

小中学校14校で、人権全般に
関する講演会又はワークショッ
プと公開授業・意見発表などを
開催する。

― ― ―

110 「人権移動教室」の開催 市民相談課
人権擁護委員の協力により、こども園・小学校の
園児・児童をはじめ、市民を対象に大型紙芝居や
ビデオなどを用い、人権啓発活動を実施します。

人権擁護委員の協力により、こども
園・小中学校の園児・児童・生徒を
はじめ、市民を対象に大型紙芝居
やＤＶＤなどを用い、人権啓発活動
を実施した。

A 開催回数35回／年 計画通り実施できたため。

人権擁護委員の協力により、こ
ども園・小中学校の園児・児童・
生徒をはじめ市民を対象に大
型紙芝居やＤＶＤなどを用い、
人権啓発活動を実施する。

希望校での教室実施
率

100% 100%

111
とよた子どもの権利相談室
（子どもスマイルダイヤル）の
運営

とよた子ども
の権利相談

室

子どもの身近な悩みや権利侵害について、子ども
自身が気軽に相談できる窓口として、とよた子ども
の権利相談室の運営を行い、関係機関との連携
のもと、子どもの救済、悩みの解決を図ります。

電話相談、面接相談を実施し、子ど
もの権利救済、解決を図った A

・新規相談99件
・延べ相談回数545回
・申立て案件、発意案件無し
・学校や他機関と連携し、調整
活動を行った案件15件

新規相談件数、延べ相談回数
ともに前年を下回ったが、相談
案件については適切な対応が
できた

電話相談、面接相談を実施し、
子どもの権利救済、解決を図
る。
権利相談室開設10周年の記念
シンポジウムを実施し、相談室
の認知度向上を図る。

①小中高生認知度
②就学前保護者、小
中学生保護者認知度

①20.2%
②39.1%

①40%
②50%

112 児童虐待防止の広報・啓発
子ども家庭
課

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応を図
り、死亡などの重篤な事例を発生させないために、
11 月の「児童虐待防止推進月間」を中心に児童虐
待防止の広報・啓発活動を実施します。

・庁舎に垂れ幕を設置した。
・企業と連携した啓発活動を行っ
た。

A ・庁舎に垂れ幕設置（11月）
・ポッカとの企業連携（11月）

計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

113 児童虐待防止教育
子ども家庭
課

子どもへの虐待を防ぐために、子ども自身が具体
的な対応方法を学ぶとともに、保護者、こども園・
学校関係者などが、子どもへの虐待についての知
識をもち、信頼できる大人としての適切な対応につ
いて学ぶための児童虐待防止教育（CAP プログラ
ムによるワークショップ）を実施します。

こども園、小中学校などでＣＡＰプロ
グラムによるワークショップを開催し
た。

A 実施　146回　3,055人 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

114
要保護児童・ＤＶ対策協議会
の運営

子ども家庭
課

要保護児童・要支援児童及び特定妊婦の早期発
見と適切な支援を行うため、関係機関が連携し、
必要な情報交換を行うとともに、要保護児童等に
対する支援について協議する「要保護児童・ＤＶ対
策協議会」を運営します。

「要保護児童・ＤＶ対策協議会」総会
等を開催し、情報交換、共有を図る
とともに、要保護児童に対する支援
について協議した。

A
・総会　1回（6月）
・実務者会議　48回
・要保護児童・家庭サポート
チーム会議　53回

計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

115
DV 相談に関する情報などを
掲載したリーフレットの設置

とよた男女
共同参画
センター

DV 相談窓口の情報やチェック項目などを掲載した
リーフレットを市内公共施設や病院、大型店などに
協力を依頼し、設置します。

電話相談ＰＲカード、リーフレット等
を市内病院に配布した。 A

クローバーコールカード：5,500
枚
メンズコールカード：1,920枚
リーフレット：2,590枚

計画どおり配布できたため。 市内病院などに配布する。 ― ― ―

116
「ママの子育てを支援する会」
の開催

子ども家庭
課

いらいらする、子どもをかわいいと思えないなどの
子どもとの関係に問題を抱えている親同士が、同
じ悩みを共有し、気軽に話し合う機会を確保し、問
題解決に向けた支援を行います。
○開催回数/ 年：24 回（H26）

ママの子育てを支援する会を開催し
た。 A 開催　24回　132人 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

117
居住実態が把握できない児
童の所在把握のための体制
強化

子ども家庭
課

各種健康診査の未受診児を対象に、迅速かつ効
率的に捜索するため、関係各課が連携を図り、居
所不明児童の実態把握の方法を確立してシステム
化します。

・関係課との調整を行った。
・システム化に向けた研究を行っ
た。

A ― 計画通り実施できたため。 継続実施する。 ― ― ―

118 いじめ防止体制の整備★
青少年
相談セン
ター

豊田市いじめ防止基本方針に基づき、総合的かつ
効果的ないじめ対策を推進するため、学校、教育
委員会、家庭、関係機関などの幅広い連携を図る
とともに、目的に応じたそれぞれの推進組織を設
置し、いじめの防止、早期発見、早期対応に向け
た各種の取組を実施します。

・弁護士や臨床心理士、ＰＴＡ代表
などを含めた豊田市いじめ防止対
策委員会を実施した。教員によるい
じめ不登校対策推進委員会実施し
た。
・いじめ防止のキャッチコピーの募
集・ポスターの作成を行った。

A

・豊田市いじめ防止対策委員
会年間3回
・豊田市いじめ不登校対策推
進委員会6回
・いじめ防止キャッチコピー・ポ
スターにおよそ1万8千人の募
集があった。

計画どおり実施できたため。

・豊田市いじめ防止対策委員会
年間3回
・豊田市いじめ不登校対策推進
委員会6回
・いじめ防止キャッチコピー・ポ
スターの募集
・いじめ防止に向けた児童生徒
の主体的な取組の指導案作成

いじめの状況調査の
実施回数

２回／年 １回／月
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119
人員配置によるいじめ・不登
校等対応の充実

青少年
相談セン
ター

児童生徒のいじめ、不登校などに関し、学校にお
ける相談機能や支援体制の充実を図るため、ス
クールカウンセラーや心の相談員を市独自の体制
で小中学校に配置します。また、いじめ、不登校生
徒に対応する教員の担当教科を補充する非常勤
講師を市独自の体制で中学校に配置します。
○心の相談員の配置：57 校59 名（H26）
○不登校生徒に対応する教員の担当教科を補充
する非常勤講師の配置：中学校17 校に配置
（H26）

・児童生徒のいじめ、不登校などに
関し、学校における相談機能や支
援体制の充実を図るため、スクール
カウンセラーや心の相談員を市独
自の体制で小中学校に配置した。
・いじめ、不登校生徒に対応する教
員の担当教科を補充する非常勤講
師を市独自の体制で中学校に配置
した。

A
不登校生徒に対応する教員の
担当教科を補充する非常勤講
師の配置：中学校19校に配置

・スクールカウンセラーの配置
目標数には達しなかったが、
計画期間内に目標達成が可
能なため。

・スクールカウンセラー5名を、
市内小学校35校に配置
・心の相談員67名配置

スクールカウンセラー
の配置

4名
（拠点校16校・
対象校16校）

5名
（拠点校20校・
対象校20校）

120
登校できない小中学生のた
めの適応指導

青少年
相談セン
ター

青少年相談センターの適応指導教室に不登校専
門員を配置し、不登校の小中学生に対する学習の
補充、体験活動などの支援を行うとともに、心理相
談などにより、集団への適応能力や自立心を育成
します。
○不登校専門員配置人数：11 人（H25）

豊田市適応指導教室にて、クラスを
4つに分けて、個別の学習指導や運
動を通してコミュニケーションの向上
を図った。
不登校専門員10人配置

A

豊田市適応指導教室にて、ク
ラスを4つに分けて、個別の学
習指導や運動を通してコミュニ
ケーションの向上を図った。
不登校専門員10人配置

参加者が増え、集団への適応
能力や自立心を育成できたた
め。

春の遠足・ラポールデーキャン
プ・野外体験活動等を実施

― ― ―

121
問題行動実態調査（スクール
ヒアリング）

青少年
相談セン
ター

学校の抱えるいじめや不登校、児童虐待などの問
題の早期発見と解決のため、スクールソーシャル
ワーカーが学校を訪問し、ヒアリングすることで問
題の解消に取り組みます。

・毎月、不登校傾向の欠席者を調
査した。
・いじめの実態調査を毎月実施し
た。
・必要に応じて各学校の状況の把
握と未解消の学校への教育相談訪
問を実施した。
・青少年相談員、スクールソーシャ
ルワーカーから情報収集した。

A 希望する小中学校に相談訪問
を実施

学校のいじめ、不登校の問題
解決に向けて、組織的に取り
組むことができたため。

・毎月、不登校傾向の欠席者に
関わる調査を実施
・いじめの実態調査を毎月実施
・必要に応じて各学校の状況の
把握と未解消の学校への教育
相談訪問を実施
・青少年相談員、スクールソー
シャルワーカーからの情報収集
を実施

①スクールソーシャル
ワーカーの配置
②学校、家庭への訪
問回数／年
③教職員のケース会
議数／年

①3名
②学校282回
家庭92回
③127回

①4名
②450回
③160回

122
放課後児童クラブ（放課後児
童健全育成事業）の実施

次世代育成
課

放課後児童クラブ指導員を国の基準に基づく支援
員へ移行し、運営体制を整えながら児童クラブの
質の向上を図り、原則小学校４年生までの就労家
庭の児童の生活の場を、学校施設を有効に活用
し、確保します。

・学校施設を有効活用し、不足する
活動室を確保した。
・参加児童の将来推計と施設整備
計画を作成した。
・小規模校における開設方針につ
いて、現状調査及び検討を実施し
た。

A 放課後児童クラブ参加児童
数：3,460人

参加児童数の増加に対して活
動室を確保し、受け入れ体制
を整備することができたため。

・小規模校における開設方法に
ついて方針を整備する。
・支援員確保のため、処遇改善
について検討する。

放課後児童クラブ参加
児童数（5月）

2,642人 3,168人

123
放課後児童クラブの委託化
の推進

次世代育成
課

放課後児童クラブを委託化し、民間のノウハウを
生かした魅力のある運営と、安定した支援員の雇
用を図ります。

・挙母地区で開設している放課後児
童クラブの運営を民間事業者に委
託した。
・猿投・保見・石野地区、上郷・高岡
地区、藤岡・足助・下山・小原・旭地
区のクラブ運営委託についてのプロ
ポーザルを実施した。
・平成28年度の運営評価を実施し
た。

A

民間委託した放課後児童クラ
ブ数：51クラブ
（旧町村部：14クラブ、上郷・高
岡地区：10クラブ、高橋・松平
地区：14クラブ、挙母地区：9ク
ラブ、地域委託：4クラブ）

計画どおり実施できたため。
民間委託の運営評価と委託の
継続にかかるプロポーザル等
の準備を進める。

民間委託した放課後
児童クラブ数

― 60クラブ

124
放課後児童クラブと居場所づ
くり事業の一体的運用★

次世代育成
課

すべての就学児童が放課後を安全・安心に過ごせ
るよう、地域子どもの居場所づくり事業との一体的
な運用を目指します。

浄水北小学校と飯野小学校で、長
期休みを中心に両事業の交流を実
施した。

A 一体的運用を実施したクラブ
数：2クラブ

2クラブにおいて一体的運用を
実施したため。

一体的運用の検証を行い、課
題と効果を分析する。

居場所づくり事業と一
体的に運用するクラブ
数

― 3クラブ

125 子どもシンポジウムの開催
次世代育成

課

子ども会議の活動を広く周知し、子どもが自分の
意見を表明する機会として、子どもシンポジウムを
開催し、専門家による講演や子ども会議における
研究の発表、来場者との意見交換を行います。

・20名の子ども委員が4班に分か
れ、提案を発表した。
・市内の小中学生と提案について
の意見交換を行った。

A シンポジウム参加者数：200人

・子ども会議で検討してきた提
案をシンポジウムで発表し、意
見交換を行い、市への提言に
活かすことができたため。

・市政に直結したテーマを設定
したシンポジウムを開催する。

子どもシンポジウム参
加者数

145人 200人

126
青少年健全育成推進協議会
活動への支援

次世代育成
課

地域における青少年の健全育成の活発化を目指
し、青少年健全育成推進協議会の活動を支援しま
す。

地域における青少年の健全育成の
活発化を目指して、青少年健全育
成推進協議会の活動の支援を行っ
た。

A

・各種育成者研修会の実施
・街頭啓発活動の実施（産業
フェスタ、豊田マラソン時）
・地区活動費として28地区に
1,257千円を助成

計画通り実施できたため。
引き続き青少年健全育成推進
協議会活動を支援する。

― ― ―

127 感動体験機会の提供 学校教育課
児童生徒が、音楽、伝統芸能などの芸術文化活動
に接することができる機会を提供します。

・「心に残る記念事業」を中学3年生
対象に実施。（8月） A

・市内全中学校、4,106人対象
に「心に残る記念事業」を実
施。

・9割以上の生徒が「よい」「ま
あまあ良い」と回答

心に残る記念事業（中学校28
校と豊田特別支援学校）を実施

― ― ―
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128 子ども会活動への支援
次世代育成

課

子どもたちが子ども会活動を通じて、自主性と主体
性を育みながら地域で活動できるよう、子ども会活
動に係る費用の一部を助成するとともに、行事な
どにレクリエーション指導者を派遣し、運営を支援
します。また、さらに活発な活動を促すため、その
方策を検討します。

子ども会、ジュニアクラブ等の活動
の活性化を図るとともに、子どもた
ちの主体性を育むため、自主的な
企画・運営に対し適切なアドバイス
を行う指導者を派遣するとともに、
活動費用の一部を助成した。

A 399団体に補助金を交付 計画通り実施できたため。

引き続き、レクリエーション指導
者の派遣や運営費の一部を助
成することにより、活発な活動
を促す。

― ― ―

129 ジュニアクラブ活動への支援
次世代育成

課

中学生が地域で大人たちと交流しながら、ボラン
ティアなど、地域で活発に活動できるよう、その費
用の一部を助成するとともに、ジュニアクラブの指
導者を対象に研修会を開催します。また、さらに活
発な活動を促すため、青少年健全育成推進協議
会とともに、その方策を検討します。

子ども会、ジュニアクラブ等の活動
の活性化を図るとともに、子どもた
ちの主体性を育むため、自主的な
企画・運営に対し適切なアドバイス
を行う指導者を派遣するとともに、
活動費用の一部を助成した。

A 123団体に補助金を交付 計画通り実施できたため。

引き続き、レクリエーション指導
者の派遣や運営費の一部を助
成することにより、活発な活動
を促す。

― ― ―

130 青少年育成団体の活動支援
次世代育成

課

市子ども会連絡協議会やボーイスカウト、ガールス
カウト、豊田てらこやなど、青少年育成を目的とし
た団体に対し、運営補助金の交付、青少年育成団
体の活動拠点となるための環境整備、団体間の情
報共有（連絡会の開催）などの支援を行います。

・青少年育成団体に補助金を交付
することによって、活動の活性化を
図り、子どもたちの社会性･地域貢
献の意識の向上に寄与した。
・青少年センターにおいて青少年団
体相互の状況把握・相互理解の一
助を担った。

A

・青少年健全育成団体補助
　3団体3113千円助成
・青少年健全育成振興補助
　7団体1,005千円助成

計画通り実施できたため。
平成29年度同様、青少年育成
団体への支援を行う。

― ― ―

131
とよたものづくりフェスタの充
実

市民活躍支
援課

多くの子どもが、工作や実験を通して、ものづくり
や科学技術の楽しさ、おもしろさを体感するなど、
創造性を育む場とするとともに、指導者のネット
ワークを構築し、ものづくり文化の醸成を図りま
す。

わくわくワールド　とよたものづくり
フェスタ2017を実施した。
1 目的　 多くの子どもたちが様々な
ものづくりを体験することで、ものづ
くりの楽しさを感じる。出展者が通
常活動の成果を発表することで、も
のづくり体験を普及させ、団体活動
の活性化を図る。「ものづくり文化の
まち・とよた」の良さを市内外に発信
する。
2 構成　「わくわくワールド」はとよた
ものづくりフェスタ実行委員会が主
催する「とよたものづくりフェスタ」と
トヨタ技術会が主催する「ＴＥＳフェス
ティバル」が共催開催するイベント
の総称
3 実施日・場所　　11月5日(日)　終
日・スカイホール豊田
4 内容　（とよたものづくりフェスタの
事業内容）
・目玉企画×1　・チャレンジしてみ
ようブース×7　・つくってみようブー
ス×34　・みてみようブース×5　WE
LOVEとよたコーナー×4　そのほか
企画

A 来場者数12,000人
計画通り実施でき、当初の目
的が達成されたため。

わくわくワールド　とよたものづ
くりフェスタ2018
1 概要　とよたものづくりフェス
タ実行委員会が主催する「とよ
たものづくりフェスタ」とトヨタ技
術会が主催する「ＴＥＳフェス
ティバル」が共同開催するイベ
ント
2 実施日・場所　　11月11日(日)
終日　スカイホール豊田
3 内容　（とよたものづくりフェス
タのブース出展）
・特別企画　・チャレンジしてみ
ようブース　・つくってみようブー
ス　・みてみようブース

来場者数／年 8,000人 10,000人

132
青少年ボランティア事業の実
施

次世代育成
課

様々なボランティア活動の体験を通して、自立心と
思いやりの心を育むとともに、地域社会への参画
を考える機会を提供します。青少年のボランティア
意識の高まりに対応した事業を実施します。

①高校生ボランティアスクールを実
施した。（112名参加）
・福祉コース、保育コース、ものづく
りコース、レクレーションコース、コー
ス外（イベント・スキルアップ）
・規定回数（コース外学習2回以上、
全体学習とコース学習を合わせて6
回以上受講）参加したボランティア
に修了証を発行（修了者　72名）
②ラグビーワールドカップ盛り上げ
ボランティア事業を実施し（ラグビー
フェスタ、トップリーグ、愛工大・中京
大大学祭）、延べ54名が参加した

A

高校生ボランティア参加者数：
112人
学生ボランティア参加者数：54
人
合計　166人

さまざまなボランティア活動や
地域・社会参加の体験を通し
て、自立心と思いやりのある青
少年を育成した。目標の200人
は達成できなかったが、計画
期間内に目標達成が可能なた
め。

・高校生ボランティアスクールの
継続実施（コース外に消防フェ
スタ、消防団観閲式等を追加予
定）
・学生に対し、ラグビー関連イベ
ントへの積極的なボランティア
参加を促す。

青少年ボランティア延
べ参加人数／年

182人 200人

133
「子ども会議」の開催と「子ど
も委員活動」による子ども施
策提言

次世代育成
課

子どもにやさしいまちづくりに関することについて、
子どもの意見を聴くため、「子ども会議」を定期的
に開催します。また、「子ども委員活動」の成果をも
とに、子ども会議から市長に施策提言をし、子ども
の参画につなげます。

・年間8回の子ども会議（うち１回は
シンポジウム）を開催した。
・１２月の子どもシンポジウムで提案
し、市内の小中学生と意見交換後、
3月に市長提案を行った。

A

・子ども委員20名、大学生サ
ポーター7名
・子ども会議を8回開催
・4提案（異学年でチームを作
り、それぞれの年齢の目線で
の提案を行った。）

計画通り実施できたため。

・子ども委員が密に議論できる
よう、7、8月に集中開催する。
・フリーテーマでの募集方法か
ら行政テーマを設定した募集方
法にし変更する。

①子ども委員数（子ど
も委員の1任期中）
②施策提言数（計画期
間中累積）
③事業実現数（計画期
間中累積）

①31人
②7提言
③7提言

①35人
②15事業
③7事業
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134
青少年活動表彰制度（ひまわ
り褒賞）

次世代育成
課

青少年活動の中から活動内容を評価して団体へ
の褒賞を行います。

廃止 D ― ― ―

135 中学生の主張発表大会
次世代育成

課

中学生が、学校・家庭や社会に対して、日頃、思っ
ていることや実践していることを発表し、社会性や
自立心を養える場とします。また、中学生スタッフ
を募集し、高校生・大学生の有志ボランティアととも
に事業の企画・運営を担えるよう支援します。

・6月10日(土)に市民文化会館小
ホールにて第34回豊田市中学生の
主張発表大会を開催した。
・豊田市の全中学校（養護学校除
く）からの応募のうち一次審査を通
過した10名が主張発表を行った。
・昨年の発表者（高校生）がボラン
ティアとして司会等の運営を行っ
た。

A ①応募者数:8,498人
②高校生スタッフ数:7人

計画通り実施できたため。
H30年度は6/9（土）に開催す
る。

中学生の主張発表大
会への応募数

8,803人 9,000人

136
青少年センター事業におる青
少年の育成支援者の養成

次世代育成
課

青少年の相談や活動支援に対応できる身近な大
人を養成します。また、地域の大人や大学生がそ
の役割を担えるよう養成講座を開催します。主に
青少年センターでの活動を養成するユースサポー
ター養成講座と、主に地域派遣を目的とするレクリ
エーション指導者講座を行います。

ユースクラブの育成を市と文化振興
財団の共催事業として実施した。 A

ユースクラブ：クリスマスパー
ティー等の婚活事業やウォー
クラリー等の自主事業の企画・
運営、フリーペーパーの作成
・全体研修：2回、5事業実施

計画通り実施できたため。
企画力向上研修、フリーペー
パー作成、婚活事業の企画運
営を行う。

①ユースサポーター養
成講座開催数／年
②レクリエーション指
導者講座参加者数／
年

①4回
②157人

①10回
②200人

137
総合野外センターにおける青
少年の育成支援者の養成

次世代育成
課

大学生を青少年活動の指導者として養成し、青少
年活動への参加を促進します。

市内大学生を公募しキャンプ企画
から運営まで携わる事で指導者の
資質向上を図った。

A キッズキャンプ 計画通り実施できたため。
Ｈ30年度も大学生の実行委員
を募集し、小学生向けの事業を
企画し、当日の運営を行う。

①トレーニングキャン
プ延べ参加者数／年
②キャンプスタッフ登
録数

①100人
②20人

①120人
②40人

138
思春期教室1「中学生とあか
ちゃんのふれあい体験」の推
進

子ども家庭
課

中学生が、命の大切さ、将来の親になるための意
識を高めるとともに、地域住民との交流を図ること
ができるよう、母親、あかちゃん、地域ボランティア
参加の「中学生とあかちゃんのふれあい体験」を推
進します。

・中学校の授業の中で、乳児とのふ
れあい体験や乳児の親から育児体
験談を聞き交流を図ることで、他者
への共感を育み、命の重さ、思いや
り、優しさを育て、感性豊かな人間
として成長することを促し、かつ将
来親になるための準備教育事業と
して実施した。
・地域のボランティア等と連携して実
施することで、中学生と地域住民と
の交流を図り、地域の子育て環境
づくりを推進した。

A
「中学生とあかちゃんのふれあ
い体験」学習を14中学校で実
施。参加中学生徒　　2,058人）

計画以上の中学校で実施する
ことができたため。

14校実施予定
「中学生とあかちゃん
のふれあい体験」実施
校数

6校 8校

139
思春期教室2「自分の心と体
を知る」の推進

子ども家庭
課

中学生を対象に、自分の心と体の変化や性につい
て正しく理解するとともに命の尊さを知り、男女が
互いに尊重し合う気持ちを養うことを目的として、
思春期教室2 を開催します。

市内中学校3年生（一部2年生、小
学生、保護者）を対象に実施した。
思春期の心と体の変化、男女の性
について、性感染症ついて、セク
シャルネットワーク等について学習
した

A
24中学校（3,287人）、小学校3
校（生徒122人、保護者25人）、
公開講座（85人）

計画通り実施できたため。 24校実施予定
「自分の心と体を知る」
実施校数

16校 27校

140
学生発⇒豊田市まちづくり提
案

経営戦略課
次世代育成

課

学生から豊田市のまちづくりに関する施策・事業の
提案を募集し、豊田市がより楽しく、魅力あるまち
へ発展するための提案を求めます。

・KITARAのオープニングイベントに
合わせ、都心エリアで開催の「あそ
べるとよた4DAYS」へ学生企画の
ﾌﾞｰｽを出展した。
・豊田市の特産品を使った、市内3
ホテルのランチ＆カフェメニューを
共同開発した。

A ①12グループ、学生87人
②12件

提案内容の具現化及び学生
のまちづくり参画の機会向上を
図れたため。

都心エリアで開催の「あそべる
とよたDAYS」へ学生企画のﾌﾞｰ
ｽを出展する。また、WE LOVE
とよたを具現化する取組を行
う。

①参加グループ数
②施策への反映数

①18グループ
②－

①90グループ
②９件

141
ソーシャルメディアの適切な
利用に向けた取組★

次世代育成
課

ソーシャルメディアの適切な利用に向けて、青少年
健全育成推進協議会やPTA 連絡協議会などの市
民団体と連携し、青少年向けの講演会や家庭向け
の体験教室、市民運動としての啓発活動などを展
開していきます。

青少年健全育成推進協議会、市
PTA連絡協議会等の市民団体によ
る意見交換を実施し、『小中学生の
スマートフォン・携帯電話利用ガイド
ライン「豊田のルール4か条」』啓発
チラシの効果的な配布方法等につ
いて協議した。

A ・2月に青推協と市Ｐ連との意
見交換会を実施し、効果的な
配付ができるよう協議を行った

計画通り実施できたため。
青推協とＰＴＡが連携し、各小学
校へチラシを持参し、依頼す
る。

― ― ―

142
中央図書館が取り組む子ども
読書活動

図書館管理
課

中央図書館は、豊富な図書資料と専門的な知識を
活用し、家庭、学校、地域において、子どもと本を
つなぐ読み聞かせや本の活用能力を身に付ける
ための支援など、子ども読書活動に必要な事業の
実施やボランティアなどへの支援を推進します。

・小学校1年生対象の「よみりん・か
たるん　どくしょノート」を作成・配付
し、おすすめの本を紹介するなど
し、家庭読書の推進を図った。
・0歳児、1歳児の保護者を対象にし
た「赤ちゃんための絵本講座」を開
催した。
・読み聞かせボランティアの力量向
上のための各種講座を開催した。
・調べる学習コンクールを実施し、
調べたりまとめたり本の活用能力を
身に付けるための各種講座を開催
した。

A

①貸出冊数/年　児童図書：
436,877冊
②貸出冊数/年　ティーンズ図
書：28,438冊
③読み聞かせボランティア講
座参加者数/年：908人

・０歳から18歳までの子どもに
対して、様々な講座を通して読
書支援を行うことができた。
・児童の貸出冊数は、目標に
は達してはいないが、昨年度
よりも増加したため。
・ティーンズコーナーの本の展
示方法を工夫し、ティーンズ世
代が手に取りやすい環境を整
えた。その結果、ティーンズ世
代の貸出冊数が昨年度よりも
増加し、目標を達成したため。
・読み聞かせボランティア講座
の参加者人数も増加し、目標
を達成したため。

・小学校1年生対象の「よみり
ん・かたるん　どくしょノート」を
作成・配付し家庭読書の充実を
図る。
・0歳児、1歳児向けの「赤ちゃん
のための絵本講座」の対象を拡
大して、２歳児向け講座を新た
に実施する。
・ティーンズ世代が本を手に取
る機会を増やすために、啓発・
イベント等を実施する。
・読み聞かせボランティアの力
量向上のため、研修の在り方を
見直す。また、研修内容・回数
についても充実する。

①貸出冊数／年　児
童図書
②貸出冊数／年
ティーンズ図書
③読み聞かせボラン
ティア講座参加者数／
年

①467,824冊
②17,610冊
③726人

①510,000冊
②19,000冊
③790人
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143
歴史・民芸・ものづくりを体験
する講座の開催

文化財課
子どもたちが郷土の歴史や民芸にふれ、興味をも
つきっかけとなるよう、郷土の歴史・民芸にかかわ
る体験講座、実技教室などを開催します。

親子を対象にした各種工芸体験教
室・歴史体験講座・こども週間等を
開催した。

A ①318日（163回）
②8,151人

計画通り事業を実施すること
ができ、子どもたちが歴史文化
に接する機会が増加した。

各種講座、ものづくり体験講
座、見学会、特別展、企画展を
開催する。

①講座開催日数/年
②講座体験人数/年

①323日（100回）
② 10,611人

①330日
②10,700人

144 総合野外センターの運営
次世代育成

課

野外活動の拠点施設として、こども園や小中学
校、子ども会などの青少年団体の野外体験学習の
受入や活動指導を通して、子どもの主体性・積極
性を高める機会と場を提供します。

仲間と協力して活動することで、人
間的な関わりを深めながら、自然の
豊かさや大切さを学ぶことを目的と
した野外活動プログラムを提供し
た。

A 野外センター延べ利用者数：
74,816人

計画通り実施できたため。

引き続き、野外センターの円滑
な管理運営を行い、野外活動
や生活体験の中で直面する
様々な課題を仲間とともに解決
し社会性豊かな人間性を育む
機会を提供する。

①総合野外センター延
べ利用者数／年
②青少年団体利用数
／年

①79,769人
②84団体

①81,000人
②100団体

145 青少年センターの運営
次世代育成

課

青少年センター事業内容を充実し、小学生から働く
若者までの受入体制を整備することにより、青少
年の自主活動を支援します。

青少年の仲間づくりや居場所づくり
の拠点施設として、青少年の様々な
活動を支援した。

A 青少年センター延べ利用者
数：111,085人

計画通り実施できたため。

引き続き、青少年センターの円
滑な管理運営を行い、青少年
の仲間づくりや居場所づくりの
拠点施設として、青少年の様々
な活動を支援する。

青少年センター延べ来
館者数／年

108,991人 130,000人

146 少年少女音楽３団体の運営 文化振興課

ジュニアマーチングバンド、少年少女合唱団、ジュ
ニアオーケストラの少年少女音楽３団体の音楽活
動を通じて、青少年の豊かな情操を養い、円満な
る人格を養成します。

（目的）歌唱及び演奏活動を通じ
て、青少年の豊かな情操を養い、本
市の文化活動の振興を図った。
（対象年齢）
・少年少女合唱団：小学2年生から
22歳の年度末まで（入団は19歳未
満まで）
・ジュニアオーケストラ：小学4年生
から22歳未満まで（入団は19歳未
満まで）
・ジュニアマーチングバンド：小学4
年生から22歳未満まで（入団は19
歳未満まで）
（活動）
・定期演奏会、各種イベントへの依
頼参加などを行った。
・少年少女合唱団：第11回声楽アン
サンブルコンテスト全国大会に出
場、総合2位を受賞
・ジュニアマーチングバンド：第45回
マーチングバンド全国大会に出場、
銅賞を受賞

A ―
計画どおり音楽活動を実施し、
団員の演奏能力の向上に寄
与することができたため。

（目的）歌唱及び演奏活動を通
じて、青少年の豊かな情操を養
い、本市の文化活動の振興を
図る。
（対象年齢）
・少年少女合唱団：小学2年生
から22歳の年度末まで（入団は
19歳未満まで）
・ジュニアオーケストラ：小学4年
生から22歳未満まで（入団は19
歳未満まで）
・ジュニアマーチングバンド：小
学4年生から22歳未満まで（入
団は19歳未満まで）
（活動）
・定期演奏会、大会出場、各種
イベントへの依頼参加などを行
う。

― ― ―

147 とよた出会いの場プロジェクト
次世代育成

課

青少年センターにおいて、独身者を対象に、ウォー
クラリー、バーベキュー、交流ゲームなどのイベン
トや活動を通して出会い、交流できる活動を実施し
ます。
○運営組織参加人数／年：10 人（H25）
○ YouMe フェスタ参加人数／年：80 人（H25）
○ＹＯＵ友遊参加人数／年：150 人（H25）

独身者を対象に婚活イベントを実施
した。
①クリスマスパーティー
②バレンタインパーティー

A

参加者数
①96人（当日スタッフ18人参
加）
②48人（当日スタッフ11人参
加）

ホテルやカフェでのパーティー
を開催し、多様なスタイルの男
女の出会い・交流の場を提供
することができたため。

引き続き、クリスマスパー
ティー、バレンタインパーティー
を実施する。また、民間のブラ
イダル関連企業や結婚式場と
の連携を強化する。

― ― ―

148 インターンシップの推進
ものづくり
産業振興課

高校生や専修学校・大学の学生が、専攻や個人の
特性を生かした就業体験を行えるよう、企業への
働きかけを行います。

①「キャリア教育支援事業」による、
高校生によるインターンシップを推
進した。
②豊田市雇用対策協会を通じて、
大学生・高校生によるインターン
シップを推進した。

A

①キャリア教育推進事業（同豊
田地域推進会議）による高校
生のインターンシップ実施13
校、参加生徒数580名
②雇用対策協会補助金…雇
用対策協会の実施事業（合同
企業説明会・県外高校教師の
市内企業見学・大学生高校生
対象のインターンシップ7校24
名）

計画通り実施でき、前年度並
みの参加者数があったため。

①「キャリア教育支援事業」によ
る、高校生によるインターンシッ
プを推進する。
②豊田市雇用対策協会を通じ
て、大学生・高校生によるイン
ターンシップを推進する。

― ― ―
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149
高校生・大学生の社会参加
活動促進事業★

次世代育成
課

青少年センターを拠点とし、高校生・大学生が、地
域・社会への参加を自主的に行うことができるよう
活動を促進します。

①大学生が青少年センター事業の
立案
・運営に参加できるよう、インターン
シップ制度を実施、6名を受け入れ
②大学生連携事業
・青少年センターのロビーを活用し
た中京大学宮田ゼミ、豊田高専の
前田ゼミなどとの連携
③学生交流塾
④学生によるまちづくり提案支援
⑤学生とハタラクをつなぐプロジェク
ト
⑥ラグビーワールドカップ盛り上げ
ボランティア隊
⑦高校生ボランティアスクール
⑧杜若高校による「バーチャル市役
所」

A ①事業数：9事業
②参加学生数：477人

平成27年度から高校生、大学
生をターゲットとした事業を展
開した。今後大学と連携し、参
加学生数を増やすことが課題
だが、計画期間内に目標達成
が可能なため。

若者の社会参加促進事業を展
開する。
・とよた若者応援ネット「プラス」
の運営
・学生とハタラクをつなぐプロ
ジェクト
・学生によるまちづくり提案

①事業数／年
②参加学生数／年

①②―
①3事業
②1,000人

150 中学生の交流館利用の促進
市民活躍支
援課

交流館の利用ルールの見直しや中学生と地域と
の連携事業のコーディネートを行い、交流館利用
の促進を図り、地域住民との交流の場を提供しま
す。

・中学校の文化系部活動が交流館
で、小学生や幼児にものづくりを教
えた。

A
・ものづくり講座：実施校2校、
参加中学生74人・小学生や幼
児56人

文化系部活動が、交流館の施
設を自らの活動に生かすととも
に、地域の子どもたちと交流す
る機会にすることができたた
め。

・平成29年度の取組を他の中
学校や交流館に紹介し、実施を
促す。
・中学校や交流からの相談に応
じて活動への支援を行う。

― ― ―

151 薬物乱用防止運動の推進 （保）総務課

薬物乱用防止推進協議会を設置し、街頭での啓発
活動を実施するとともに、小中学校、高等学校など
で「危険ドラッグ」を含む薬物乱用防止講習会を開
催します。

・平成29年6月21日（水）に豊田市薬
物乱用防止推進協議会を豊田市役
所東庁舎で開催した。
・平成29年6月24日（土）に「ダメ。
ゼッタイ。」普及運動街頭啓発活動
を豊田市駅周辺で実施した。
・平成29年7月28日（金）に薬物乱用
防止講習会講師のための勉強会を
豊田市役所東庁舎で開催した。
・平成29年10月24日（火）に麻薬・覚
醒剤乱用防止運動街頭啓発活動を
豊田市駅周辺で実施した。
・薬物乱用防止講習会を実施した。

A ― 計画通り実施できたため。

・平成30年6月末に豊田市薬物
乱用防止推進協議会を開催す
る。
・平成30年6月末に「ダメ。ゼッタ
イ。」普及運動街頭啓発活動を
豊田市駅周辺で実施する。
・平成30年10月末に麻薬・覚醒
剤乱用防止運動街頭啓発活動
を豊田市駅周辺で実施する。
・薬物乱用防止講習会を実施
する。

― ― ―

152 更生保護活動の支援
次世代育成

課

犯罪や非行をした人の更生を助けるとともに、犯罪
や非行を予防するため、保護司をはじめとする更
生保護ボランティアを支援します。

・豊田保護区保護司会、豊田市更
生保護女性会、豊田市ＢＢＳ会、豊
田保護区協力雇用主会の事務局と
して、活動（社会を明るくする運動・
研修会・定例会・巡回・広報等）を支
援した。
・豊田保護区保護司会、豊田市更
生保護女性会に対しての補助金の
交付により活動を助成した。

A
・保護司会（131人）
・更生保護女性会（77人）
・協力雇用主会（46社）
・ＢＢＳ会（8人）

計画通り実施できたため。
更生保護団体の活動を引き続
き支援する。（補助金交付、事
務局機能）

― ― ―

153 青少年補導体制の充実
青少年
相談セン
ター

地域と協力した補導体制を整備して、青少年非行
の早期発見のための要注意場所や祭りなどの場
における巡回指導を充実します。また、関係機関と
協力し、青少年補導活動に対する理解を深めるた
めの啓発活動を展開します。

・教育委員会が委嘱した豊田市青
少年補導員が、街頭補導活動、環
境浄化活動、啓発活動を実施した。
・パトロールでは、駅周辺、コンビ
ニ、大型店舗内、ゲームコーナー、
公園、神社等、青少年が集まりやす
いと思われる場所を選択して巡回を
し、青少年の非行防止や事故防
止、犯罪に巻き込まれないような啓
発活動を目的とした愛の声かけを
行った。
・市内大型店舗にて店舗・地区合同
補導研修会を行うことで、補導技術
の向上と青少年問題への理解を深
めた。

A

補導体制
①　地区補導員：129人
②　公募補導員：6人
③　関係機関（学校・大型店舗
等）：135人
活動実績
①　補導実施回数回：1,672回
②　補導実施のべ人数：4,464
人
③　声かけ件数：999件
④　声かけ人数：3,148人

計画的な補導活動の実施によ
り、「地域の青少年は、地域の
大人が守る」という目標が達成
されたため。

・毎月3回の地区補導活動
・補導員委嘱式（4月）
・代表者会議（5、10月）
・地区・公募補導員連絡会議（6
月）
・夏季特別補導（6月～8月）
・関係業界・地区代表合同会議
（10月）
・店舗・地区合同補導研修会
（11月）

― ― ―

154
青少年相談センターにおける
青少年の自立支援

青少年
相談セン
ター

社会生活への適応が難しく、家庭にこもりがちであ
るなど、困難を抱える若者（20 歳未満）への継続
的な相談支援や自立支援を行います。

毎週月曜日14時～16時まで、社会
性を養い、体力向上を図り、支援し
た。

A こもれび開設44回、5人 計画通り実施できたため。
毎週月曜日14時～16時まで、
社会性を養い、体力向上を図る
支援の実施

― ― ―

155 就労支援室の運営
ものづくり
産業振興課

就労を希望する対象者に対して、就労に関する相
談、情報提供を実施する総合支援窓口として就労
支援室を運営し、青少年の就労を支援します。

無料職業紹介事業を実施した。（職
業相談・ハローワークの求人情報
の紹介）

A 4,013件
相談件数、就職につながった
件数が年々増加しており、計
画通り実施できているため。

・無料職業紹介
・職業相談
・就労支援セミナー等の実施

就労支援室における
相談件数／年

2,423件 2,500件
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156
若者サポートステーション・若
者支援地域協議会の設置・
運営★

次世代育成
課

若者サポートステーションを新・青少年センター内
に開設し、主に18 歳以上のひきこもり状態の人と
その家族を対象に、自立に向けた相談、就労など
に向けた学習・訓練、当事者や家族のグループ活
動の支援など、社会参加や就労に向けた支援を行
います。また、関連機関からなる若者支援地域協
議会を設置し、それぞれの専門性を生かしながら
連携し、自立に対して困難を有する青少年を支援
します。

・若者サポートステーションを開設し
た。
・豊田市若者支援地域協議会の代
表者会議（5月）、実務者会議（8月、
2月）を開催した。

A

・登録者　194人（含継続）
・居場所・ジョブトレ　のべ1,179
人
・豊田市青少年センターのHP
内に若者サポートステーション
のHPを開設

計画通り実施できたため。
・総合相談窓口＋若者の居場
所を円滑に運営（若者の居場
所を設置しているのは県内で
は豊田市のみ）
・自治体として西三河地域では
初めて子ども・若者支援地域
協議会を設置しているため。

・代表者会議（5月）実務者会議
（8月、2月）を開催する。
・wakamono若者支援地域協議
会構成員を増やし、支援の拡大
及び連携強化に努める。

― ― ―

157
女性及び男性応援講座及び
男女共同参画セミナー等の開
催

とよた男女
共同参画
センター

男女共同参画社会を実現するため男女共同参画
セミナー、女性応援講座、男性応援講座など様々
な講座を開催し、市民の男女共同参画意識を高め
ます。

各種講座を開催した。 A
女性応援講座17講座、男性応
援講座3講座、男女共同参画
セミナー6講座、市民活動団体
コラボ事業2講座を開催した。

計画通り実施できたため。 各種講座を開催する。 各種講座の開催 19回 20回

158
男性の家事・育児・介護講座
等を通じた意識の向上

とよた男女
共同参画
センター

日常生活の中で家事・育児・介護に参加すること
が少ない男性が必要な知識と技術を身につけると
ともに、家事・育児・介護へのかかわり方を見直す
ことを目的に、男性を対象とした講座を通じて家庭
における男女共同参画意識を高めます。

男性応援講座として、育児、コミュニ
ケーション、料理講座を実施した。 A

講座参加者数（延べ）：22人
意識が高まったと回答した人
の割合：100％

計画通り実施でき、指標が目
標値を上回ったため。

男性応援講座（子育て関連）を1
講座実施する。

受講後のアンケートで
「意識が高まった」と回
答した人の割合

－ 70%

159
企業における職場改善のた
めのアドバイザー及び講師派
遣の実施

ものづくり
産業振興課

企業におけるワーク・ライフ・バランスを推進するた
めに、従業員の働き方の見直しや職場環境の改
善、男女共同参画の理解促進などについて、アド
バイザー及び専門の講師を派遣します。

派遣申請のあった企業等に対して、
アドバイザー・講師の派遣を行っ
た。

A ・アドバイザー派遣6社8件
・講師派遣5社7件

計画通り実施でき、指標が目
標値を上回ったため。

・新たにアドバイザーを育成す
る
・派遣申請のあった企業等に対
して、アドバイザー・講師の派遣
を行う。

派遣企業数 2社 2社

160
ワーク・ライフ・バランス推進
のための市民団体との共働
による事業所訪問

ものづくり
産業振興課

ワーク・ライフ・バランス推進員（市民団体）との共
働により、ワーク・ライフ・バランスの必要性や一般
事業主行動計画の策定、育児・介護休業制度、
国・県の助成制度などについて周知し、事業所ごと
の特徴をとらえ、助言を行います。
※30年度から「働き方改革推進のための事業所訪
問」に変更（公募による委託事業に加え、登録アド
バイザーの活動としても実施）

市内の事業所に対し、訪問を実施し
た。 A

企業訪問数40件（別に登録ア
ドバイザーによる訪問12件）
うち、新たな取組に がった事
例6件（表彰制度への応募2
件、アド・講師派遣の活用4件）

計画どおり実施できたため。

共働事業から公募による委託
事業へ。
登録アドバイザーによる訪問開
始。
事業所訪問数　目標60件。

ワーク・ライフ・バラン
スの推進に向けて新
たな取組を行った事業
所数

－ 10社

161
働きやすい職場環境を目指
す優良事業所に対する表彰
制度の実施及び改善

ものづくり
産業振興課

ワーク・ライフ・バランスに関する優良な取組を行う
事業所に対する表彰を継続して実施し、応募数の
増加に向け見直しなどを行い、さらなる周知、啓発
を行います。

市内14事業所から応募があり、そ
れぞれ表彰し、優良な事例につい
て掲載した事例集を作成した。

A 応募事業所件数：14件 計画通り実施できたため。

募集（6～7月）
表彰式実施（12月）
事例集（3月）
・受賞事業所の取組事例の発
信を強化する（表彰式での事例
紹介、産業ナビfacebookでの紹
介、求職者向けＰＲ）

表彰制度への応募件
数

9件 12件

162 家庭教育講座の開催 保育課
子育て家庭を対象に子どもとのかかわりやしつけ
などに関する講座をこども園、子育て支援センター
などにおいて開催します。

・子育て支援施設で親子遊び、育児
講座を実施した。
・こども園で地域の保護者を対象に
した育児講座を実施した。

A こども園育児講座開催数：81
講座

計画通り実施できたため。
こども園育児講座開催数：80講
座

― ― ―

163 家庭教育講座の開催支援
次世代育成

課

子どもの発達にふさわしい家庭環境づくりを進める
ため、主に小中学生の保護者を対象に、子どもと
のかかわりやしつけなどについて紹介する講座の
開催を支援します。

学校、ＰＴＡ、青少年団体、地域団
体の開催支援を行った。 A 23回　2,799人

予算通りの実施まで開催を増
やした。

新規開催団体の開拓

①家庭教育講座実施
校数／年
②家庭教育講座参加
保護者数／年

①21校
②3,206人

①30校
②5,000人

164
こども園での親の保育参加事
業の推進

保育課

こども園で親が直接、保育参加することにより、子
どもの特性及び発達への理解を深め、自分の子ど
もへのかかわり方を見直す機会とします。ほかの
子どもを同時に保育することにより、子育てのヒン
トをつかむとともに、地域で子どもを育てる意識の
醸成を図ります。

各こども園にて、保育参観・保育参
加を年間計画に取り入れ、実際親
が参加することで、子育てのヒント・
子ども理解の推進を図った。また、
子育てに悩んでいる保護者に対し
て、気軽に相談できる場・遊び場の
提供「子育てひろば」を各園実施。

A 各園実施 計画通りに実施できたため。
次年度も引き続き、保育参観・
保育参加・子育てひろばを実
施。

― ― ―

165 ブックスタート事業
図書館管理

課

あかちゃんと絵本を開くひとときを分かち合い、親
子で絵本を楽しむきっかけをつくるため、健康診査
会場で親子1 組ずつに読み聞かせを体験してもら
い、絵本を手渡し家庭での継続を図ります。

生後3・4ヶ月児を対象に健診会場
で、読み聞かせを行い、あわせて絵
本と絵本リスト「こんにちは！赤ちゃ
ん絵本」をプレゼントし、親子が本に
親しむきっかけ作りと絵本の紹介を
行った。

A

・ブックスタート活動件数　207
回
（健診会場96回、会場以外111
回）
・絵本配布数（転入等含）
3,769冊
・ボランティア活動人数　延べ
353名

子ども家庭課と連携し、3・4ヶ
月児健診会場で全対象者へ
ブックスタートを実施すること
ができた。また、絵本リストなど
と一緒に中央図書館の利用登
録申請書について伝え、様々
な絵本や紙芝居などを利用し
て親子で読書を楽しむきっか
けをつくることができたため。

・3・4ヶ月健査会場　96回
・会場以外随時（中央図書館・こ
ども図書室・保健師が実施する
個別訪問時：地域保健課）
・ボランティア研修会の実施（2
回）
（※1回目5月実施）

対象児へのブックス
タートの実施率（絵本
の配布）

99.5% 100%
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166 ノーバディズパーフェクト講座
子ども家庭
課

「ノーバディズパーフェクト」は、「完璧な親なんてい
ないよ！」というメッセージのもと考えられた、カナ
ダ発祥の子育て中の親支援のプログラムです。子
育てに不安や悩みを抱えている親同士が、子ども
の健康や安全、しつけなどについて話し合う中で、
新たな子育ての能力や技術を習得し、親自身が自
分の長所や能力に気づき、育児に自信がもてるよ
うになります。講座終了後も参加仲間と支え合いな
がら子育てができるよう支援します。

1期あたり6回の講座を4期実施し
た。 A

4期を合わせた参加人数
・実人数(親) 35人
・延べ人数(親)  182人

計画通り実施できたため。
1期あたり6回の講座を4期実施
予定。

講座参加実人数／年 43人 48人

167 親育ち交流カフェの開催★
次世代育成

課

保護者、地域住民、学校などの協力を得ながら、
保護者が集まって、仲間づくりや交流の場、子育て
に関する研修や情報交換、相談する機会を提供し
ます。

保護者、地域住民、学校などの「親
育ち交流カフェ」実施支援を行った。
講師料補助だけでなく、実施支援に
も力を入れた。

A 24回　1,441人
認知度の向上と、実施団体の
多様化

新規実施団体の開拓と、実施
団体継続支援。

①親育ち交流カフェ実
施地区数20／年
②親育ち交流カフェ参
加者数350／年

①4地区（施行）
②１65人（施行）

①27地区
②540人

168
家庭教育手帳「親ノート」の活
用

次世代育成
課

小中学生の保護者に対し、子どもとのかかわり方
のアドバイスや市の子育て支援策の情報を掲載
し、子どもの成長及び親育ちの経過を記録できる
家庭教育手帳を配布し、家庭教育力の向上を図り
ます。

小中学生の保護者に対し、例年通
り1年生、5年生の全家庭に配布し
た。

A
小学校1年生、5年生の全家庭
と学校等関係者に約1万冊を
配付

計画通り実施できたため。
引き続き、1年生、5年生の保護
者に配布。

― ― ―

169 「ティーンズママの会」の実施
子ども家庭
課

20 歳未満の妊婦や親子が、仲間同士や専門職な
どとの交流を通して、子育ての不安などを相談でき
る関係を築き、子育ての仲間づくりに向けた支援を
行います。
○ティーンズママの会開催回数／年：14 回（H26）

・2クール【前期・後期】実施した。(7
回／1クール)
・10代で妊娠出産した親とその子を
対象に、グループワークや講義、親
子遊びを実施した。

A 開催回数：13回（参加者：実人
員32人。延べ人数115人）

計画通り実施できたため。 12回実施予定。 ― ― ―

170 乳児期の教室の開催
子ども家庭
課

乳児期の早期における母子関係の確立やグルー
プワークによる親同士の仲間づくりを通じて、育児
不安の解消を図り、子育て仲間の交流を推進する
ための教室を開催します。
○ベビークラス開催回数／年：12 回（H26）

年に12回実施した。 A 参加人数：578人 計画通り実施できたため。 年12回実施予定。 ― ― ―

171
母子保健推進員・おめでとう
訪問員の養成

子ども家庭
課

妊娠、出産、子育てなどに不安や悩みをもつ母親
の身近な相談員として、母子保健推進員・おめでと
う訪問員を養成します。

母子保健推進員・おめでとう訪問員
養成講座を実施した。
6月～3月で講座12回、実習3回
（市内在住者で子育て支援に関心
があり、受講後母子保健推進員とし
て月2回程度、地域でボランティア
活動ができる人が対象）

A 母子保健推進員養成講座受
講修了者13人

計画通り実施できたため。
母子保健推進員・おめでとう訪
問員養成講座　全12回実施す
る。

養成講座実受講者数
／年

41人 70人

172 双子の集いの開催
子ども家庭
課

同じ育児経験をもつ多胎児の親同士が、子育てに
関する情報交換や子育ての悩みや不安を相互で
解決でき、また自主グループとしての主体的な活
動ができるように支援します。
○ダブルエッグ（多胎の子どもの親の会）開催回数
／年：12 回（H26）
○ツインズ（主に双子を育てた先輩ママが運営す
る親の会）開催回数／年：10 回（H26）

実施回数
・ダブルエッグ　年：12 回
・ツインズ　年：5 回

A
親の参加延べ人数
・ダブルエッグ：132人
・ツインズ：13人

計画通り実施できたため。
・ダブルエッグを年20回実施す
る。
・ツインズを年5回実施する。

― ― ―

173 子育てサロンの推進 保育課
子育て家庭が家庭教育や子育てについて気軽に
話し合い、相談できる場を交流館に開設し、地域と
家庭教育・子育ての結びつきを深めます。

親子が楽しく安心して遊び、子育て
に関する不安を解消できるよう子育
てサポーターが地域の身近な相談
相手として活動を行った。

A 子育てサロン（20交流館）の運
営を行った。

計画通り拡大し、実施できたた
め。

子育てサロン（20交流館）の運
営を行う。

子育てサロン開設か
所数

17か所 20か所

174
とよた子どもフェスティバルの
開催

保育課

子育て総合支援センターや子どもつどいの広場に
おいて、地域全体で子育ち・子育てを応援する気
運を高めるため、地域の各種団体や子育てサーク
ルなどの協力により、子どもや子育て家庭が楽し
むことができるイベントを年１回開催します。
○参加者数／年：2,297 人（H25）

あいあいフェスタ・ゆうゆうフェスタ・
にこにこフェスティバルを開催した。 A

参加者数
 あいあいフェスタ       1,060人
 ゆうゆうフェスタ           585人
 にこにこフェスティバル  467人

計画通り実施できたため。
29年度と同様の実施と来場者
への周知を図る。

― ― ―

175
地域子育て支援拠点事業の
推進

保育課

子育て支援センターや子どもつどいの広場におい
て、子育て中の親子に対し、交流や相談の場の提
供、子育てサークルの育成支援、子育てに関する
情報提供などを実施します。
○地域子育て支援拠点事業実施施設：16 施設
（H26）

子育て支援施設（16施設）におい
て、子育てに関する情報提供を行
い、必要に応じ相談・助言などを
行った。

A

・主に日曜・年末年始以外の
日の9時から17時までの定時
開設
・1施設当たり保育士資格を
持った非常勤職員3名を配置

計画通り開設・運営ができたた
め。

子育て支援施設（16施設）の運
営を行う。

― ― ―

176
地域における放課後の子ども
の居場所づくり

次世代育成
課

すべての小学生を対象とした放課後の居場所づく
りのため、「地域子どもの居場所づくり事業」の実
施地区の拡大に加え、新たに学校支援地域本部
やNPO などによる展開など、地域の実情に即した
子どもの居場所づくりを進めます。

枝下、緑ヶ丘、東山自治区及び市
木、土橋、平井小学校において、新
たに居場所づくり事業を開始した。

A 29教室、42小学校区で実施
6か所で新規開設することがで
きたため。

引き続き、自治区や地域団体
への働きかけを行うとともに、地
域学校共働本部による実施に
繋がる調整を行う。

①居場所として位置づ
けた既存の施設・事業
などを含め、居場所が
設置・確保された小学
校区数
②地域子どもの居場
所づくり事業を実施し
ている地区の数

①36小学校区
②20地区

①52小学校区
②34地区
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177
地域団体による放課後児童
クラブの運営

次世代育成
課

地域団体により放課後児童クラブを運営し、地域
主体の子育て支援活動の推進を図ります。

地域団体による放課後児童クラブ
運営を行った。 A 地域団体による運営クラブ数：

4クラブ
計画通り実施できたため。

・引き続き、地域で地域の子ど
もを育てることを目指し、地域で
放課後児童クラブの運営ができ
る団体を選定する。

地域団体による放課
後児童クラブの運営

― 6クラブ

178
地域在住の外国人や海外生
活経験者との交流行事の推
進

学校教育課

地域在住の海外生活経験者を中心に、英語の堪
能なボランティアを募集します。小学校外国語活動
の授業や国際理解に関する学校行事などに、応募
のあったボランティアを派遣します。

小学校で外国語活動の補助を行っ
た。 A

参加人数
　小学校：18校
　ボランティア：27人

計画とおり実施できたため。
平成29年度と同様の実施と効
率よいマッチングを実施。

①小学校外国語活動
ボランティア実施校数
／年
②ボランティアの数／
年

①15校
②25名

①20校
②30名

179
ファミリー・サポート・センター
事業の推進

保育課

仕事と子育ての両立を支援するため、保育などの
援助を受けたい者と援助を行いたい者を組織化
し、相互援助活動を行うファミリー・サポート・セン
ター事業を推進します。

依頼会員講習会（全体・個別）を月3
～9回開催。依頼会員の依頼内容
に応える協力会員を結びつけ（マッ
チング）、事前打合せ会を実施し
た。また、会員の事業に対する理解
促進と会員間の交流を図るため、
研修会及び交流会を実施した。

A
依頼会員　1,138人
協力会員　　245人
両方会員　　　78人

計画通り実施できたため。
29年度と同様の実施と効率よ
いマッチングを実施する。

ファミリー・サポート・セ
ンター活動件数／年

9,248件 10,000件

180 学校アドバイザー制度の活用 学校教育課
地域住民の中から学校評議員（学校アドバイ
ザー）を選び、学校経営への支援を受けます。

地域住民等から校長が推薦し、教
育委員会が委嘱した学校アドバイ
ザー（学校評議員）から、学校経営
への支援を受けた。

A
学校アドバイザー472人を採用
（小学校317人、中学校150人、
特別支援学校5人）

学校の実情や課題をとらえな
がら、学校運営及び教育活動
の改善の方向性について、多
面的な視点で建設的な意見を
得ることができたため。

地域住民等から校長が推薦し、
教育委員会が委嘱した学校アド
バイザー（学校評議員）から、学
校経営への支援を受ける。

学校アドバイザー会議
の実施

年間2回 年間2回以上

181 学生ボランティアの活用 学校教育課

大学生がボランティアとして学校を支援する制度を
活用し、学校行事や校外学習などの手伝いだけで
なく、授業支援、部活動支援などの学校教育活動
への支援を依頼します。

学生ボランティアの募集、学校への
配置を行った。 A

・学生登録者167名
・学校派遣97名
　　小学校44校
　　中学校16校
　　特別支援学校１校

大学と連携し、多くの学生をボ
ランティアとして派遣できた。

・近隣の大学への学生募集の
依頼を実施
・大学との連携を推進

①学生ボランティア登
録人数（毎年3月31日
時点）
②学校支援ボランティ
ア配置人数／年

①127人
②46人

①150人
②50人

182 地域教育懇談会の開催 学校教育課

家庭教育、子育て、学校教育などの教育に関する
諸問題について、情報交換を行うとともに、必要な
協力体制づくりを進めるため、地区コミュニティ会
議などを単位に地域教育懇談会を開催し、家庭・
学校・地域の連携を図ります。

地域教育懇談会を開催し、家庭・学
校・地域の連携を図った。 A ・懇談会開催回数：49回

・懇談会参加者数：1,625人
予定通り実施できているため。

地域教育懇談会、またはコミュ
ニティ・スクール連絡会議を開
催し、家庭・学校・地域の連携を
図る。

①懇談会開催回数
②懇談会参加者数

①34回
②1,291名

①60回
②1,850人

子ども家庭
課

・総会を開催した。
・情報交換会を開催した。

・総会　3回（6・10・2月）
・情報交換会　6回（9月）

継続実施する。

地域保健課

幼児健診未受診者の中で、連絡が
つかない家庭に対して訪問での受
診勧奨、実態把握を主任児童委員
に依頼した。

依頼件数：15件 継続実施する。

184
ファミリー・サービス・クラブ事
業の支援

とよた
男女共同参

画
センター

近隣地域の会員同士で家庭内の仕事を有料で援
助し合う「相互援助活動」を行う組織である豊田市
ファミリー・サービス・クラブの事業を支援します。

・豊田市女性労働能力活用事業費
補助金を交付し、支援した。
・会報誌の交流館配布について支
援した。

A ・補助金額700千円
・交流館への配布回数2回

団体の要望に沿い、適切な内
容で支援ができたため。

・補助金を交付する。
・交流館への会報誌を配布する
（２回程度）

― ― ―

185 プレーパークの開催 鞍ヶ池公園
鞍ケ池公園に隣接する里山エリアにおいて、子ど
もたちが自然の中で自由に遊べるよう、運営知識
をもった団体によりプレーパークを開催します。

・プレーパーク運営に関する委託を
発注するとともに、関係団体との情
報交換会を開催し、活動の情報共
有を図りながら子どもたちが利用で
きる空間を確保した。
・市民、大学生との共働により、里
山の整備及び保全を行った。

A
・プレーパーク開催：45回
・参加者数人：2,765人
（内訳　大人1,206人、子ども
1,559人）

計画通り実施できたため。 ・プレーパーク開催（45回） ― ― ―

186

「チャレンジ＆ドリーム校」事
業の推進
※現在の名称は、
特色ある学校づくり推進事業

学校教育課

異なる世代の人たちと交流したり、「地域の人・も
の・こと」にふれあいながら、環境学習や国際交流
などの豊かな体験活動を企画・実施し、子どもたち
が感性を磨いたり伝統文化や働くことの大切さなど
を実感できるよう、小中学校全校で「特色ある学校
づくり推進事業」を推進します。

各校の計画に基づいた特色ある教
育活動の推進を行った。 A 豊田市立の全小中学校（103

校）で実施

特色ある学校づくりの推進に
必要な予算を適切に運用する
ために計画を作成し、実践の
成果を計画に沿ってＨＰで公開
できたため。

・各学校の計画書をもとに、地
域や学校の特色を生かした創
意工夫ある活動を推進
・市内全小中学校で実施し、成
果をHPに掲載

― ― ―

187
こども園における地域活動事
業の実施

保育課

こども園の有する専門的機能を地域住民のために
活用するため、地域の子育て家庭に対する育児講
座の開催、世代間のふれあい活動、異年齢児交
流の実施など、地域のニーズに応じた幅広い活動
に取り組みます。

①子育て家庭に対する育児講座を
開催した。
②老人福祉施設への訪問活動及び
高齢者を招待し園児との触れ合い
活動を実施した。
③異年齢児交流を実施した。
④地域の郷土文化伝承活動を実施
した。
⑤近隣のこども園、小学校、中学校
との交流活動を実施した。

A

①111回
②197回
③174回
④105回
⑤120回（こども園卒園児との
交流含む）

計画通り実施できたため。

以下の事業を実施する。
・老人福祉施設訪問等世代間
交
流事業
・地域における異年齢児交流事
業
・保護者等への育児講座
・郷土文化伝承活動
・卒園児との交流

― ― ―

183 主任児童委員の活動支援

地域の実情を把握し、子育てに関する相談に応じ
るとともに、関係機関と連携しながら支援を行い、
地域における児童福祉の増進を図ります。また、
幼児健康診査未受診世帯の調査訪問をします。

A 計画通り実施できたため。 ― ― ―


